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「国立大学法人長岡技術科学大学の概要」 

１．目標 

  本学の目標は、「技術科学大学」という名に示されているとおり、「技学」すなわち「現実の

多様な技術対象を科学の局面から捉え直し、「学理」と「実践」の融合から、技術体系を一層発

展させる技術に関する科学」の創出を目指し、教育研究を行うことである。 

 

２．業務 

  昭和 51 年、社会的要請に応えるため、大学院に重点を置いた工学系の新構想大学として創設

された本学の使命は、健全な社会の発展に必要な学問技術を創造・構築するとともに、これに

携わる独創的・指導的な能力ある人材を育成し、かつ開かれた大学として社会に貢献すること

にある。 

  このような観点から、主として高等専門学校卒業生を受け入れ、学部－大学院修士課程の一

貫教育体制の下で、社会の変化に柔軟に対応できる豊かな実践的・創造的能力を備え、人間性

に富んだ指導的技術者を養成するとともに、社会構造の変化に対応した高度な実践的研究を展

開し、産学共同教育研究の推進など広く社会との連携協力を図ろうとするものである。 

 

３．事務所等の所在地 

新潟県長岡市上富岡町１６０３－１ 

 

４．資本金の状況 

  １４，２０７，７３１，７０３円（全額 政府出資） 

 

５．役員の状況 

  役員の定数は、国立大学法人法第１０条により、学長１人、理事３人、監事２人。任期は国

立大学法人法第１５条の規定及び国立大学法人長岡技術科学大学理事選考規則第５条の定める

ところによる。 

役 職 氏 名 就任年月日 主 な 経 歴 

学 長 

 

小島  陽 

 

平成 16 年４月１日 

～平成 19 年９月 15 日

 

昭和 41 年４月

昭和 55 年４月

昭和 62 年８月

平成 13 年９月

 

平成 15 年９月

平成 16 年４月

 

東京工業大学採用 

長岡技術科学大学助教授 

長岡技術科学大学教授 

長岡技術科学大学附属図書館長

長岡技術科学大学学長補佐 

長岡技術科学大学長 

国立大学法人長岡技術科学大学

長 
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理 事 

 

西澤 良之 

 

平成 16 年４月１日 

～平成 19 年９月 15 日

 

昭和 45 年４月

昭和 61 年４月

 

昭和 63 年９月

 

平成元年６月

平成３年６月

平成５年７月

平成７年４月

平成８年７月

平成 11 年４月

 

平成 15 年４月

平成 16 年４月

文部省採用 

文部省学術国際局研究助成課 

研究協力室長 

文部省学術国際局国際企画課 

文化交流室長 

文部省高等教育局主任視学官 

文部省学術国際局留学生課長 

文部省学術国際局国際企画課長

文化庁文化部長 

東京学芸大学事務局長 

財団法人 2002年 FIFA ﾜｰﾙﾄﾞｶｯﾌﾟ

日本組織委員会採用 

長岡技術科学大学副学長 

国立大学法人長岡技術科学大学

理事・副学長 

理 事 

 

丸山 久一 

 

平成 16 年４月１日 

～平成 19 年９月 15 日

 

昭和 54 年２月

昭和 55 年４月

平成６年４月

平成 15 年９月

平成 16 年４月

長岡技術科学大学採用 

長岡技術科学大学助教授 

長岡技術科学大学教授 

長岡技術科学大学副学長 

国立大学法人長岡技術科学大学

理事・副学長 

理 事 

 

川崎  篤 

 

平成 16 年４月１日 

～平成 19 年９月 15 日

 

昭和 51 年４月

平成 13 年４月

 

平成 16 年４月

新日本製鐵株式會社採用 

新日本製鐵株式會社広畑製鐵所

設備部長 

国立大学法人長岡技術科学大学

理事・副学長 

監 事 

 

増子  曻 

 

平成 16 年４月１日 

～平成 18 年３月 31 日

 

昭和 33 年４月

昭和 36 年７月

昭和 53 年４月

平成７年４月

平成７年５月

平成 16 年４月

東北大学採用 

東京大学採用 

東京大学教授 

千葉工業大学教授 

東京大学名誉教授 

国立大学法人長岡技術科学大学

監事 

監 事 

 

丸山 克巳 

 

平成 16 年４月１日 

～平成 18 年３月 31 日

 

昭和54年 11月

 

昭和60年 10月

平成 16 年４月

新和監査法人 

（現あずさ監査法人）勤務 

丸山公認会計士事務所長 

国立大学法人長岡技術科学大学

監事 
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６．職員の状況 

  教員  ２２４人 

  職員  １５７人 

 

７．学部等の構成 

  工学部 

工学研究科 

 

８．学生の状況 

  総学生数  ２，２８４人 

   学部学生  １，２６８人 

   修士課程     ８４４人 

   博士課程     １７２人 

 

９．設立の根拠となる法律名 

  国立大学法人法 

 

１０．主務大臣 

  文部科学大臣 

 

１１．沿革 

51.10. 1 長岡技術科学大学開学 

＜機械システム工学課程、創造設計工学課程、電気・電子システム工学課程、

電子機器工学課程、材料開発工学課程、建設工学課程＞ 

53. 4. 1 語学センター設置 

54. 4. 1 体育・保健センター設置 

55. 4. 1 

 

 

 

大学院工学研究科（修士課程）設置 

＜機械システム工学専攻、創造設計工学専攻、電気・電子システム工学専攻、

電子機器工学専攻、材料開発工学専攻、建設工学専攻＞ 

分析計測センター設置 

56. 4. 1 

 

57. 3. 1 

技術開発センター設置 

計算機センター設置 

ラジオアイソトープセンター設置 

57. 4. 1 工作センター設置 

59. 4. 1 

11. 1 

音響振動工学センター設置 

粒子ビーム工学センター設置 

昭和 

61. 4. 1 

 

 

大学院工学研究科（博士後期課程）設置 

＜材料工学専攻、エネルギー・環境工学専攻＞ 

理学センター設置 
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62. 4. 1 大学院工学研究科（博士後期課程）増設 

＜情報・制御工学専攻＞ 

 

63. 4. 8 計算機センターを情報処理センターに改称 

元. 4. 1 工学部増設 

＜生物機能工学課程＞ 

4. 4. 1 大学院工学研究科（修士課程）増設 

＜生物機能工学専攻＞ 

6. 4. 1 工学部増設 

＜環境システム工学課程＞ 

9. 6. 1 マルチメディアシステムセンター設置 

10. 4. 1 大学院工学研究科（修士課程）増設 

＜環境システム工学専攻＞ 

11. 4. 1 粒子ビーム工学センター廃止 

極限エネルギー密度工学研究センター設置 

12. 4. 1 工学部改組 

＜機械創造工学課程、電気電子情報工学課程、経営情報システム工学課程＞

14. 4. 1 留学生センター設置 

テクノインキュベーションセンター設置 

15. 4. 1 e ラーニング研究実践センター設置 

平成 

16. 4 .1 

 

国立大学法人長岡技術科学大学設置 

大学院工学研究科（修士課程）改組 

＜機械創造工学専攻、電気電子情報工学専攻、経営情報システム工学専攻＞
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１２．経営協議会・教育研究評議会 

○ 経営協議会（国立大学法人の経営に関する重要事項を審議する機関） 

氏  名 現     職 

小 島   陽 

西 澤 良 之 

丸 山 久 一 

川 崎   篤 

西 口 郁 三 

石 﨑 幸 三 

佐 藤   賢 

相 澤 益 男 

東     実 

池 田   弘 

大 﨑   仁 

熊 坂 隆 光 

小 林 俊 郎 

永 井 正 二 

西 村 吉 雄 

MANUEL E．Brito 

 

四ツ柳 隆 夫 

国立大学法人長岡技術科学大学長 

国立大学法人長岡技術科学大学理事・副学長（入試・学生，財務担当）

国立大学法人長岡技術科学大学理事・副学長（教務・研究担当） 

国立大学法人長岡技術科学大学理事・副学長（産学官連携担当） 

国立大学法人長岡技術科学大学副学長（大学評価担当） 

国立大学法人長岡技術科学大学副学長（国際交流担当） 

国立大学法人長岡技術科学大学事務局長 

国立大学法人東京工業大学長 

株式会社東芝執行役上席常務 

学校法人新潟総合学院理事長 

大学共同利用機関法人人間文化研究機構理事 

株式会社日本工業新聞社代表取締役社長 

国立大学法人豊橋技術科学大学理事・副学長 

日本精機株式会社代表取締役社長 

大阪大学工学研究科フロンティア研究機構特任教授 

独立行政法人産業技術総合研究所電力エネルギー研究部門燃料電池グ

ループ主任研究員 

独立行政法人国立高等専門学校機構理事（宮城工業高等専門学校長） 

 

○ 教育研究評議会（国立大学法人の教育研究に関する重要事項を審議する機関） 

氏  名 現     職 

小 島   陽 

西 澤 良 之 

丸 山 久 一 

川 崎   篤 

西 口 郁 三 

石 﨑 幸 三 

 

宮 田 保 教 

高 田 雅 介 

井 上 泰 宣 

松 本 昌 二 

宮 内 信之助 

大 里 有 生 

小 林 曻 治 

国立大学法人長岡技術科学大学長 

国立大学法人長岡技術科学大学理事・副学長（入試・学生，財務担当）

国立大学法人長岡技術科学大学理事・副学長（教務・研究担当） 

国立大学法人長岡技術科学大学理事・副学長（産学官連携担当） 

国立大学法人長岡技術科学大学副学長（大学評価担当）・附属図書館長

国立大学法人長岡技術科学大学副学長（国際交流担当）・留学生センタ

ー長 

国立大学法人長岡技術科学大学機械系長 

国立大学法人長岡技術科学大学電気系長 

国立大学法人長岡技術科学大学化学系長 

国立大学法人長岡技術科学大学環境・建設系長 

国立大学法人長岡技術科学大学生物系長 

国立大学法人長岡技術科学大学経営情報系長 

国立大学法人長岡技術科学大学理学センター長 
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稲 垣 文 雄 

八 井   浄 

 

久曽神   煌 

大 石   潔 

植 松 敬 三 

福 嶋 祐 介 

森 川   康 

中 村 和 男 

佐 藤   賢 

国立大学法人長岡技術科学大学語学センター長 

国立大学法人長岡技術科学大学極限エネルギー密度工学研究センター

長 

国立大学法人長岡技術科学大学機械系副系長 

国立大学法人長岡技術科学大学電気系副系長 

国立大学法人長岡技術科学大学化学系副系長 

国立大学法人長岡技術科学大学環境・建設系副系長 

国立大学法人長岡技術科学大学生物系副系長 

国立大学法人長岡技術科学大学経営情報系副系長 

国立大学法人長岡技術科学大学事務局長 
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「事業の実施状況」 

Ⅰ．大学の教育研究との質と向上 

 １．教育に関する実施状況 

（１）教育の成果に関する実施状況 

年度計画 計画の進行状況等 

・全課程、専攻で学士課程から

修士課程につながるカリキュ

ラムの系統図を作成し、学生に

履修全体の理解を深めさせる。 

・機械創造工学課程、電気電子情報工学課程、材料開発工学課程、建設

工学課程、環境システム工学課程、機械創造工学専攻で作成し履修案内

に掲載した。 

・学部１、２年次生のカリキュ

ラムでは、夏期休業、第３学期

を弾力的に活用し、学力強化に

有効なカリキュラム編成を検

討する。 

・夏期休業中及び第３学期に、補習授業を実施した。 

・専門高校出身者のために、未

履修科目に対する補習教育の

充実強化を図るカリキュラム

を検討する。 

・教養基礎科目として「数学基礎演習」、「物理学基礎」、「化学基礎」を

開講し、専門高校出身者にも配慮したカリキュラムを検討した。 

・平成 17 年度第１学年推薦入学予定者に対し、入学前に数学・英語の教

材を配付し学習させるシステムを試行的に実施した。 

･ 第１学期、夏期休業期間中に補習教育を実施した。 

・海外実務訓練を充実するため

海外での実務訓練先の開拓を

行う。 

・海外実務訓練ＷＧで検討し、特色ある大学教育支援プログラム予算に

より、東南アジア諸国を中心に 10 カ国 38 機関に教員が出張し、実務訓

練先の開拓を行った。（平成 16 年度の訓練先：22 機関、38 人） 

・英語及び現地語について、学

生の語学力向上のため施策を

検討する。 

・英語及び実務訓練生派遣国の言語教材（９ヶ国語 50 種類）を購入し、

語学センター自習室の教材を整備した。 

・上記語学教材による自習支援のため、語学センター自習室を部分改装

し、新たな自習ブースを設置し、語学センター教員が支援する体制を構

築した。 

・今後、海外実務訓練実施の可能性のある地域の言語として、スペイン

語を新たに開講することを決定し、平成 17 年度から実施する。 

・学生の海外実務訓練経費の負

担軽減を検討する｡ 

・一部の学生には短期留学制度を使い負担軽減を図るとともに、実習先

から手当の支給を受け経費を補った。 

・材料開発工学課程において

JABEE 資格認定を受審する。 

・材料開発工学課程で受審し、JABEE 技術者教育プログラムの認定を受け

た。 

・平成 17 年度に受審する電気電子情報工学課程、環境システム工学課程

で受審の準備を行った。 

  

  

  

  

 7



・各課程の JABEE 資格認定の受

審結果に基き、不具合が生じた

問題点等について、全学的に検

討し、改善する。 

・JABEE 認定を受けるためには技術者倫理科目の履修が必須要件になるこ

とから、技術者倫理教育の受講を推進するため、教養科目の卒業単位数

を２単位増やし、平成 17 年度の JABEE 受審に備えた。 

・技術者倫理科目（「科学技術と技術者入門」、「技術と社会：技術者倫理

入門」）を受講希望者全員が受講できるよう、平成 17 年度から第１学期

と第２学期の２度開講するよう教育課程表を改訂した。 

・経営情報システム工学課程、

生物機能工学課程のJABEE資格

認定の受審について検討する。 

・経営情報システム工学課程では、JABEE 受審のため、具体的対応を開始

した。 

（審査員養成研修会に参加するとともに、学習・教育目標の改訂､教務記

録及び講義ファイルの整備を行った。） 

・生物機能工学課程では、審査員養成研修会に参加して、認定審査に関

する情報を収集するとともに受審分野の検討を行った。 

・各課程毎に実験・実習等の授

業内容、時間数を再検討する。 

・教育課程専門部会で授業内容、時間数の検討を行い、現行の実験・実

習の時間数を確保した。授業内容については授業アンケート結果により、

プレゼンテーション能力向上の要望があることが分かったので、一部の

実験では、実験終了後の発表会をプレゼンテーション方式で行うように

改善した。 

・実験・実習では、グループ数

を増やして一グループの少人

数化を図り、かつ学生による評

価を検討する。 

・学生による評価として授業アンケート（実験・実習用）の内容にシラ

バスやオリエンテーションの効果を聞く内容を付け加えるよう改訂し、

改訂後の様式でアンケートを実施した。 

・実験前にパワーポイント等を使用しデモンストレーションを行い、実

験の内容を徹底させるよう改善した。また、実験終了後は、発表会をプ

レゼンテーション方式で行うように改善し、プレゼンテーション能力も

養うこととした。 

・現行の人数による実験・実習に対する検討を開始した。 

・技術革新に対応するため、企

業等の外部講師（非常勤講師）、

TA 等の増員を検討する。 

・実験・実習の TA の充実を図った。(平成 15 年度 334 人→平成 16 年度

344 人) 

・教養教育の責任体制を確立す

るため教務委員会に教養教育

等専門部会を設置し、問題点を

検討する。 

・教養教育等専門部会を設置し、教養教育の理念・方法等について検討

を進め、学力向上策、科目新設等の検討を行った。 

・技術者（技術士補）として、

必要な技術者倫理等、技術との

関わりを踏まえた人文・社会科

学および社会活動の基盤的能

力の育成を重視した、教養の内

容、レベルを設定し、カリキュ

ラムの改訂を図る。 

・教養教育の卒業要件単位数を２単位増やし、技術者倫理科目２単位を

必修とした。 

・「技術革新史」「グローバル・エンジニア論」を平成 17 年度から開講す

ることを決定した。 
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・補習教育の体制および内容の

改善・強化策を検討する。 

・平成 17 年度第１学年推薦入学予定者に対し、入学前に数学・英語の教

材を配付し学習させるシステムを試行的に実施した。 

・平成 16 年度第１学年学生の学力不足者に対して、英語、数学、物理、

化学の補習を実施した。 

・新たに、平成 16 年度第３学年学生の学力不足者に対して、夏休みに英

語補習授業を実施した。 

・学部２年修了時に身につける

べき基礎自然科学の内容・達成

目標を検討し設定する。 

・教養教育等検討部会の中に、自然科学コアを置き、教養科目について、

検討を開始した。 

・数学、物理、化学等、基礎自

然科目の授業科目の達成目標

を設定するため、教育体制を整

備・検討する。 

・教養教育等専門部会を設置し、教養教育体制全体の検討を行う手かが

りとして、第１学年、第３学年学生に対し、平成 17年度当初において数

学プレースメントテストを実施した。 

・１年入学前及び３年編入学前

の学習指導の方法を検討する。

入学前の学生への課題を提示

する。 

・第１学年推薦選抜合格者に対して、基礎学力の充実を図ることを目的

として、外部機関に委託し､講義ビデオ、講義テキスト等の教材により数

学及び英語の入学前学習指導等を行った。 

・学生の学力判定基準となる試

験システムを検討する。 

・G-TELP（国際英検）を試験的に導入し、本格導入を検討した。 

・外部資格試験に基づく単位認

定方法の見直しを行う。 

・資格試験の種類、単位認定の際の点数の見直しの検討を開始した。 

・学生の英語力を向上させるた

め、学外の資格試験を活用し、

かつ、その対策を充実させる。 

・TOEIC、英検の自習システム及び英文法の教材をサーバに置き、平成 17

年度から、授業における宿題等で活用できるようにした。 

・学部学生の英語力養成のた

め、海外で行う「海外研修英語」

を推進し、科目の受講者数を増

加させるため、学生の経費負担

減少策を検討する。 

・平成 16 年度に「海外研修英語」を開講し、単位認定を開始した。 

・カナダ、オーストラリアでの海外研修英語参加者に対して、一部渡航

費援助を実施した。 

・オーストラリアに英語担当教員を派遣して、現在研修者を派遣してい

る大学及び他の研修候補機関を訪問し、研修地調査を実施した。 

・修士課程の一般共通科目とし

て「科学英語基礎」を積極的に

推進し、科目の受講者数とその

レベル等を調査し、開講クラス

数及び講義内容の多様化を検

討し、一層の充実策を段階的に

実施する。 

・平成 16 年度から修士課程の一般共通科目として、「科学英語基礎」を

開講した。科目受講者数と受講生のレベル等を調査し、今後の授業計画

の検討を開始した。 
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・海外実務訓練の一層の充実を

図り、支援体制を強化する。 

・海外実務訓練支援のため、語学センターにおいて英語及び実務訓練生

派遣国の言語教材（９カ国語約 50 種類）を購入した。 

・上記語学教材による自習支援のため、語学センター自習室を部分改装

し、一部新たな自習ブースを設置し、語学センター教員が支援する体制

を構築した。 

・今後、海外実務訓練実施の可能性のある地域の言語として、スペイン

語を新たに開講することを決定し、平成 17 年度から実施する。 

・開講科目検討のため、学生に

対して開講希望言語科目調査

を行い、調査結果を踏まえて対

処策を講ずる。 

・第２外国語等について学生にアンケートを実施した。 

・アンケート結果を受け、平成 17 年度からスペイン語を開講することと

した。 

・受入れ留学生数が多い国や海

外実務訓練に派遣している学

生が多い国の言語を自学自習

できるよう環境整備を検討す

る。 

・受入れ留学生数が多い国及び実務訓練生派遣国の９カ国語約 50 種類の

言語教材を購入した。 

・上記語学教材による自習支援のため、語学センター自習室を部分改装

し、一部新たな自習ブースを設置した。 

・総合的判断力の育成教育の責

任体制を確立するため教務委

員会に教養教育等専門部会を

設置し、問題点を検討する。 

・部会を設置し、学部段階から検討を開始した。大学院修士課程の教養

教育のあり方については、次年度以降検討を行う予定である。 

・社会における指導的技術者と

して必要な人文・社会・管理科

学的資質を検討し、共通科目の

あり方を設定し、学部教養教育

とのつながりに配慮したカリ

キュラム編成を図る。 

・部会を設置し、学部段階から検討を開始した。大学院修士課程の教養

教育のあり方については、次年度以降検討を行う予定である。 

・実践的な経営・管理能力育成

の体制および内容の強化策を

検討する。 

・部会を設置し、学部段階から検討を開始した。大学院修士課程の教養

教育のあり方については、次年度以降検討を行う予定である。 

・他専攻科目を履修するための

ガイドとして、専門関連科目指

定等を検討する。 

・機械創造工学専攻、電気電子情報工学専攻、経営情報システム工学専

攻では、履修案内にコース、科目群を設けて専門科目を明記した。 

・複数指導教員制度の導入を図

り、指導体制を充実強化すると

ともに、企業等の最先端技術を

経常的に学べるような講師招

聘のシステムを確立する。 

・指導教員決定時に、複数での指導を依頼し、可能な限り複数指導体制

を取ることとした。また、独立行政法人等の研究員を、連携大学院に係

る客員教授、助教授とし、副指導教員を依頼して教育指導体制の充実を

図った。 
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・博士後期課程においてバイオ

テクノロジー関連専攻の設置

を検討し、既存の３専攻を含め

た教育研究体制を更に拡充強

化するための施策を実施する。 

・将来計画委員会において、バイオテクノロジー関連博士専攻の平成 18

年度設置に向けて計画を作成した。具体的に「生物統合工学専攻」設置

及び既存３専攻の改組に向けて作業を開始した。 

・学生を COE プロジェクト等に

積極的に参画させ、学生自身の

研究の高度化や資質の向上を

図り、人材養成に資する。 

・博士後期課程の学生をプロジェクト研究に RA として 70 名(COE プログ

ラム 54 名、他のプログラム 16 名)採用し、最先端研究に参画させるとと

もに、成果を国際シンポジウム等で発表させ、研究能力の向上を図った。

・複数の研究室が参加する合同

ゼミの実施を促進し、複数教員

による指導体制を充実強化す

る。 

・試行的に複数の研究室が参加する合同ゼミを実施した。また、他の大

学との合同ゼミを実施した。 

・学生を外部機関との共同・受

託研究に積極的に参画させ、そ

れらを通じて創造的・実践的能

力を養成する。 

・技術開発センターの 29 プロジェクト研究に、282 名の大学院学生を参

画させた。また、他の共同・受託研究においても多数の学生を積極的に

参画させた。 

・博士後期課程学生の学会にお

ける研究発表、学術雑誌への論

文投稿・掲載の経費に関する支

援策を検討する。 

・21 世紀 COE プログラムで、博士後期課程の学生に自発的研究活動経費

として、53 名に 20～40 万円の研究費を支援し、学会発表等の経費に活用

させた。 

・学会における種々の賞の受賞

を積極的に評価すると共に、学

内においても表彰制度の新設

を検討する。 

・全学的なカリキュラム管理及び責任体制検討部会で学長表彰に関する

答申を行い、平成 16 年度から学長表彰を行った。 

・連携大学院における連携相手

を増やし、外部機関との共同・

委託研究を通して学生の自主

性や創造性の向上を図り、教育

研究両面での更なる充実強化

を図る。 

・今年度新たに５機関と協定を締結した。また、客員教授４名、客員助

教授３名を採用し、大学院生４名を独立行政法人の研究所へ研究委託を

行った。 

・学生の自主的研究を支援する

ため、研究資金の導入を図る。 

・21 世紀 COE プログラムで、若手研究者の自発的研究活動の促進として、

博士後期課程学生等の研究活動に対して研究資金の支援を行った。 
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（２）教育内容等に関する実施状況 

年度計画 計画の進行状況等 

・各課程・専攻別のアドミッシ

ョンポリシー及び学習・教育目

標を策定し、公表する。  

・学部・大学院修士課程並びに大学院博士後期課程における入学者受入

方針及び各課程・専攻別の学習・教育目標を決定し、アドミッションポ

リシーを大学案内及びホームページに掲載した。 

 また、各課程・専攻別の学習・教育目標を大学案内に掲載した。 

・ホームページや広報誌等を活

用して本学の入試情報を積極

的に公開する。 

・ホームページ上の入試情報に関する階層構造を改善し、第一階層から

「アドミッションポリシー」、「入試日程」、「募集の概要」、「資料請求」、

「過去問題」、「出願状況」、「合格速報」、「オープンキャンパス」、「お知

らせ」の９つの画面に到達できるように改善を図った。また、新潟県中

越地震等の大規模自然災害に伴う「平成 17 年度入学者選抜試験」に係る

特別措置を関係機関に周知するとともにホームページ上で公開した。 

・学生募集要項、大学案内等の

冊子を適切に配布する。 

・平成 17 年度入学者選抜試験に係る学生募集要項の配布先について見直

しを行い、経費の節減を図った。 

・従前、「学部１年生」、「学部３年生」、「大学院」に分冊されていた大学

案内の冊子形態を見直し、３分冊を合本化することにより本学の全体像

が見通せる内容に刷新するとともに、経費の節減を図った。 

・電子メールの活用等を含め

た、学部１年、３年、修士課程

及び博士後期課程の学内入試

相談体制を検討する。 

・他大学における電子メールを活用した学内入試相談体制の事例を調査

した。 

・オープン・キャンパスの質的

向上を図る。 

・オープンキャンパス参加案内のため、教員と事務職員がペアとなって

県内 44 高校を訪問し、進路指導教諭に説明を行った。 

・公開研究室の充実を図る観点から各公開研究室を来学者参加型に改善

して実施した。 

・次年度のオープンキャンパスの質的向上を図るため、参加者に対し、

アンケート調査を実施した。 

・オープンキャンパスのＰＲのため、平成 17 年度にＣＭの放映を行うこ

ととし、平成 16 年度において企画・制作・契約を行った。 

・新潟県教育委員会との連携に

よる大学ガイダンスセミナー

を充実させる。 

・新潟県内の国・公・私立大学、新潟県教育委員会との連携による大学

ガイダンスセミナーに参加し、大学教員と高校教員との間でパネルディ

スカッションを行った。 
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・高大連携事業の方針を策定す

るとともに充実を図る。 

・大学として高大連携事業を積極的に推進する方針のもと、高大連携Ｗ

Ｇにおいて文部科学省の支援を受けたＳＰＰ高大連携事業として教員研

修講座及び高校生対象講座を設置し、実施した。 

 参加者：教員研修講座 20 人、高校生講座 20 人 

・スーパーサイエンスハイスクール事業に協力し、長岡高校の生徒 40 人

を７つの研究室で受入れた。 

・高等学校等における総合学習に協力し、33 校の訪問を受入れ、大学説

明、研究室及び施設見学を実施した。 

・高等学校のＰＴＡ活動に協力し、６校のＰＴＡによる大学見学を受入

れた。 

・オープン・ハウス（高等専門

学校生を対象としたインター

ンシップ）のアンケートの利用

等を通じて改善充実を図る。 

・オープンハウス受講者 131 人のうち 126 人からアンケート調査に協力

を得、研修内容の他、本学の施設、生活面に関する意見を参考にした。

また、参加者の本学受験率を調査するとともに、受講者には本学の進学

資料を配布した。 

・高等専門学校生を対象とした

オープン・ハウス、オープン・

キャンパス、出前授業を積極的

に実施し、本学の教育内容・研

究環境を紹介する。 

・オープンキャンパスを夏季に実施し、高等専門学校本科生、専攻科生

を合わせて 37 高専・132 名が本学で体験実習を行った。 

・全国の高等専門学校との連携の下に、国立 45 高専、公立４高専、私立

２高専で大学説明を行うとともに出前授業を実施した。また、各高専に

おいて出前授業の講義内容、大学進学等に関するアンケート調査を実施

した。 

 なお、一部の高専には本学大学院生及び事務職員を帯同し、本学での

学生生活などについて説明を行った。 

・本学教員と高等専門学校教員

による教員交流集会を充実さ

せる。 

・機械系、環境建設系及び生物系において、高等専門学校・長岡技術科

学大学教員交流研究集会を開催し、研究・教育面の連携を図った。 

・学部 1年、学部３年及び修士

課程志願者に対する広報活動

の在り方を検討する。 

・高専との連携を強化する観点から、副学長（入試・学生担当）による

高専訪問を実施し、当該高専の校長と本学との連携強化について意見交

換を行った。 

 訪問高専：函館高専、苫小牧高専、旭川高専 

・県内高校からの依頼に基づき、10 校で出前授業、１校で講演会を実施

するとともに６校の大学説明会に参加した。 

・業者主催の県内で実施した「進学相談会」に７回参加し、本学に入学

を志願する生徒及び父母等に対し、個別相談に応じた。 

・研究室単位での教育・研究内

容及び所属学生のコメント等

を掲載した、研究室ガイドブッ

クの作成を検討する。 

・研究室単位での教育・研究内容及び所属学生のコメント等を掲載した

研究室ガイドブックを１年前倒しで作成した。 
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・普通高校及び中等教育学校卒

業見込者の推薦入試選抜方法

を検討する。 

・普通高校及び中等教育学校卒業見込者の推薦入試選抜方法に関し、他

大学における普通高校及び中等教育学校卒業見込者の選抜方法資料など

を収集し、専門高校等向けの推薦入試との整合性について検討を行った。

・ＡＯ入試の本格的導入を始め、入試の具体的改善策について検討する

「ＡＯ入試ＷＧ」を入試委員会の下に置き、AO 入試を既に導入している

国立５大学（北海道大学、東北大学、筑波大学、九州大学、長崎大学）

に対し、導入経緯、実施状況などに関する調査の実施等、具体の検討を

開始した。 

・入学者選抜方法の改善に資す

るため、入学者の選抜試験にお

ける成績と入学後の成績等の

追跡調査を行う。 

・入学者選抜方法の改善に資するため、第１学年入学者を対象として、「英

語」及び「数学」のプレースメントテストを実施し、選抜試験時と入学

後のこれらの科目の成績との関連について、追跡調査を行った。 

・入学志願者の資質を適切に評

価するため、選抜方法を工夫す

る。 

・入学志願者の資質を適切に評価するための面接の実施方法について、

他大学の実施状況を調査した。 

・高等専門学校専攻科教育課程

に関する調査研究を行う。 

・本学教員と高等専門学校教員による教員交流集会において、本学大学

院修士課程への進学方法について、高等専門学校教員に発表してもらい

協議するとともに、各高専、専攻科の特色を調査した。 

・高等専門学校専攻科の教育に

協力するプログラムの導入を

検討する。 

・高等専門学校専攻科学生に対し、本学の教員と共同研究等を行う高等

専門学校教員を経由して積極的に指導できる方策を検討した。 

・高等専門学校専攻科から大学

院に受け入れる学生の質の向

上を図る。 

・高専訪問時に、高専教員と本学教員との間で専攻科学生の受入れ方法

について意見交換を行った。 

・外国人留学生の受入れに関

し、学術交流協定校との連携強

化を図る。 

・学術交流協定大学との連携強化として、協定事項の見直し、充実を図

った。 平成 16 年度受入れ：特別聴講学生 28 人 

・メキシコのヌエボレオ州モンテレー工科大学等の５大学とコンソーシ

アム協定の締結を行った。 

・学術交流協定大学を基盤とした、連携教育プログラムとしてのツイニ

ング・プログラム構築の検討を行った。 
・遠隔試験、渡日前入学許可に

ついて検討する。 

・遠隔試験用の設備の拡充、渡日前入学許可について検討し、一部試験

はその設備を用いて現地で実施した。 

・AOTS（海外技術者研修協会）

経由の受入れ、ツイニング・プ

ログラム（海外の大学との連携

教育プログラム）の拡充につい

て検討する。 

・AOTS（海外技術者研修協会）経由の受入れ、ツイニング・プログラム

（海外の大学との連携教育プログラム）の拡充について選考方法の見直

し等も含めて検討した。 

 なお、ハノイ工科大学との独自のツイニング・プログラムとして第１

期生３名の平成 17 年４月からの受入れを決定した。 
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・日韓共同理工系プログラム受

入れ体制を整備する。 

・日韓共同理工系プログラム受入れ態勢について、体制整備を行った。

（その他留学生の受入れ拡大

について） 

・本学が採択された２つのＣＯＥプログラムについて、発展途上国にお

ける拠点形成と、そのための人材育成を目的とし、授業料免除及びＲＡ

制度を活用した研究支援等の措置を行い、該当国から新たに、計 13 人の

留学生を博士後期課程に受け入れた。 

・全課程、専攻で学士課程から

修士課程に連動したカリキュ

ラムの系統図を作成し、コース

制の導入を検討し、その具体的

効果、意義、特徴を明確にし、

学部－修士一貫教育の意義、効

果やメリットを、学生に明示す

る。 

・平成 16 年度においては、機械創造工学課程・専攻で系統図を履修案内

に掲載した。 

・電気電子情報工学課程、材料開発工学課程、建設工学課程、環境シス

テム工学課程の４課程では、学部段階の系統図を履修案内に掲載した。

・年度始めのガイダンスを利用し、学部修士一貫教育の意義等を学生に

周知した。 

・望ましい技術者像を提示し、

必要なスキルや能力、価値観を

明示する。 

・機械創造工学課程、電気電子情報工学課程、材料開発工学課程、建設

工学課程、環境システム工学課程の５課程で授業科目と学習目標の関連

を履修案内に記載した。 

・大学院修士課程修了生が在職

している企業へのアンケート

及び修了生自身へのアンケー

トを実施し、企業の要望を採り

入れた教育課程の編成を検討

する。 

・平成 16 年度修士課程修了者及び学部卒業者を対象として、実務訓練に

関するアンケート調査及び平成16年度海外実務訓練実施者に海外実務訓

練に関するアンケート調査を行った。 

・「機械安全学」を含め、各専

門分野における“安全、安心、

快適”に関する新専攻の専門職

大学院の教育研究体制を検討

する。 

・将来計画委員会において、安全工学の専門職大学院の平成 18 年度設置

の計画を作成した。具体的に「技術経営研究科システム安全専攻（仮称）」

の設置に向けて作業を開始した。 

・JABEE の要求事項や高等専門

学校におけるカリキュラムと

の整合性を検討し、必要な改善

を行う。 

・教養教育の卒業要件単位数を２単位増やし、技術者倫理科目２単位を

必修とした。 

・平成 17 年度に「技術革新史」「グローバル・エンジニア論」を新設す

ることを決定した。 

・第３学年編入学者に対する 66 単位の見なし単位の取扱いについて課程

ごとに検討し、必要な科目の未履修者に対しては、個別指導することと

した。 
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・高等専門学校等と連携して、

専攻科修了等の社会人学生を

対象とした高度職業人養成に

向けて、関係機関と協議、調整

する。 

・高等専門学校卒業者の社会人の大学院教育実施に向け、関係機関と協

議を行った。この結果、高等専門学校本科卒の社会人が本学大学院に１

名合格し、平成 17 年度から高等専門学校と連携した教育を実施する。 

・技術士、PE等制度の動向や意

義を調査する。 

・技術士会及び PE 等制度に関する資料を収集した。 

・社会人に対する継続教育の充

実策を検討し実施する。 

・企業での研究を展開して博士論文に繋げるよう指導するとともに、英

語による論文作成を指導し、海外の学術雑誌への論文投稿を勧めている。

・技術士等の試験科目に関する

情報提供など、資格試験を受験

するための援助を行う。 

・技術士会の資料を収集し、情報を学生に周知した。 

・留学生の日本語、日本事情（文

化、歴史、経済）の充実強化の

具体策を検討する。 

・留学生の日本語学習の必要度や習熟度に基づき、初級・中級・上級別

にカリキュラムの見直しを行い、「日本語初級」４科目を新設し、「日本

事情」２科目を廃止した。 

・工学日本語教材の開発に必要な基礎的なデータベースの構築とそれに

基づく日本語学習システムの開発を進めた。 

・ハノイ工科大学とのツイニング・プログラムへの日本語教育体制への

協力のため、留学生センターの教員を長期派遣した。 

・日本語能力試験の活用方策を

検討する。 

・本学とツイニング・プログラムを実施しているハノイ工科大学におい

て、ベトナム人学生の日本語能力を把握するために、日本語能力試験３

級、２級と日本留学試験日本語科目の受験を課した。また、本学教員に

よる現地口頭試験を行った。 

・留学生センター教員と専門等

教員の協力による、留学生に対

するきめ細かな指導体制やカ

ウンセリング体制の確立を検

討する。 

・留学生センターに留学生の学習補助として専門科目の教員を配置（兼

務）し、指導体制を確立した。 

・カウンセリングについては、相談体制の整備と新たにカウンセリング

の配置を検討した。 

・改善具体策の方法としての FD

の成果を活用する。 

・シラバスの見本を各教員に配付して、シラバスの記載方法の統一化を

図った。 

・教養教育の体系を示したパンフレットを作成し、平成 17 年度当初のガ

イダンスで配布し、説明することを決定した。 

・情報提供としてシラバス項目

を見直す。 

・JABEE 対応検討部会で検討し、シラバスの掲載内容の統一を図った。

・材料開発工学課程において、履修案内の授業科目の配列を整理し科目

間の関係を分かり易くした。 

・語学以外の科目においても能

力別クラス編成の導入の可能

性を検討する。 

・「数学基礎演習」、「物理学基礎」、「化学基礎」等の科目を教養科目とし

て新設し、基礎学習が必要な学生に配慮したカリキュラムを編成した。

・数学については、入学時のプレースメントテストの結果により、必要

な学生には、「数学基礎演習」の受講を推奨することとした。 
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・補習教育を充実強化するた

め、学習歴に応じた履修指導等

を行うチュ－ター制の導入や

TA の充実を検討する。 

・専門教育を受講するために基礎となる数学の学力を確認するため、プ

レースメントテストを平成 17 年度から実施することを決定した。 

・数学､英語､物理、化学の４科目の補習授業を実施した。 

・クラス担当教員、指導教員の

機能強化を図る。また、助言指

導教員制度の充実及びGPA制度

の導入により、学生の学習状況

を的確に把握して、学生に指導

助言を行う個別指導システム

の整備を図る。 

・研究室未配属の学部学生に対する個別指導の充実を図るため、アドバ

イザー教員制度の新設を決定し、平成 17 年度から実施する。 

・オフィスアワーの全学的制度

化やクラス担当教員の機能、権

限、責任の明確化を検討する。 

・平成 17 年度からきめ細かな指導を行うため、研究室未配属の学部学生

を対象として、アドバイザー教員制度を導入した。平成 17 年度当初に各

教員が６～７名の学生と面談し、相談時の連絡先や相談に応じる時間等

を周知した。 

・研究上の悩み相談体制の更な

る充実強化策を検討する。 

・平成 17 年度から相談員を７名から 16 名に増員し、各系から相談員を

選出することにより、相談しやすい体制を構築した。 

・学内ネットワークの充実強化

を図る。 

・平成 17 年度から、総合研究棟学生自習用パソコン室において、学生の

利便を図るため、学生個人所有のパソコンの持込を可とし、学内ネット

ワークの充実強化を図った。 

・高等教育 IT 活用推進事業に

よるｅラーニングを用いた単

位互換を実施し、コンテンツの

拡大に積極的に取組む。 

・平成 16 年度から「高等教育 IT 活用推進事業に係る遠隔教育による単

位互換協定」による単位互換を実施した（平成 17 年から「高等教育 IT

活用推進事業」は「ｅラーニング高等教育連携」に名称変更することと

した）。 

・ｅラーニング科目として 16 科目を開講し計 119 名が受講した。 

・ｅラーニング科目の充実強化

を図り、修士課程の社会人教育

の教育方法を多様化する。 

・社会人対象のｅラーニング科目として、「e-エネルギー経済論」、「e-産

業技術政策論」、「e-ベイズ統計」、「安全規制とマネージメント」、

「Ergonomics for Designer」の５科目を開講した。 

・シラバスの内容の統一性を考

慮したシステムを検討し確立

する。 

・シラバス作成時期に参考見本を添付して全科目担当教員に配付し、シ

ラバス内容の統一を図った。 

・各科目の具体的な達成目標を

明確にすることを検討し、シラ

バスに掲載することにより公

表する。 

・JABEE 対応検討部会で議論し、シラバスの全科目に講義の達成目標と、

成績の評価基準を明記した。 
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（３）教育の実施体制等に関する実施状況 

年度計画 計画の進行状況等 

・学長のリーダーシップによる

機動的・戦略的な教育研究体制

の構築のため、学長裁量による

教員人事に係る学内配置ポス

トの見直し、再配置等の運用を

可能にする制度を検討する。 

・学長裁量による教員人事に係る学内配置ポストを検討し、平成 18 年度

までに８ポストを学長留保定員とすることとし、本年度欠員分を踏まえ、

平成 16 年度、平成 17 年度中に前倒しで運用することとした。平成 16 年

度は、教育・研究の拠点（COE）となる機械系及び化学系に教授各１（任

期３年）を増員した。 

 センター教員並びに留学生教育を担当する教員について、平成 17 年度

以降は、学長留保定員とすることとした。 

・教務委員会の下に教養教育等

専門部会を設置し、教養教育等

の責任体制を明確化、組織化す

るとともに、担当組織間、専門

領域教員間の有機的な連携教

養教育の実施体制を強化する。 

・学部の教養教育から大学院修士課程の各専攻共通科目までの一貫した

教養教育等を円滑かつ適正に実施する責任体制を確立するため、教務委

員会の下に教養教育等専門部会を設置した。 

・教養教育等専門部会の構成員に専門系の若手教員を加え、専門系の意

見を踏まえた、教養教育実施体制を構築した。 

・実験実習等の補助に必要な TA

数及び科目、授業数の見直しを

行い、予算の有効利用を図ると

ともにTA制度を充実強化する。 

・TA の必要な授業科目を見直したうえ、TA を増員し、制度の充実を図っ

た。 

 （平成 15 年度 334 人→平成 16 年度 344 人） 

・シニア・テクニカル・アドバ

イザー制度の充実を図るため

見直しを行い、予算の有効使用

を図るとともにシニア・テクニ

カル・アドバイザー制度を充実

強化する。 

・シニア・テクニカル・アドバイザー制度の充実を図るため、教務委員

会で平成 17 年度の実施計画を検討し、科目の見直しを行ったうえで、実

施時間数を 15 時間増やした。 

・連携大学院や企業等における

研究指導委託の推進や客員教

員の適切な配置等を検討する。 

・今年度新たに５機関と協定の締結を行い、客員教授４名、客員助教授

３名を採用し、大学院生４名を独立行政法人の研究所へ研究委託を行っ

た。 

・技術開発センター等のプロジ

ェクトへの参画を通して企業

と連携した教育の充実強化策

を検討し、実施する。 

・技術開発センタープロジェクト29件に282名の大学院学生を参画させ、

本学教員と企業側研究者（客員教授・助教授）が一体となった研究指導

を行った。 

・センタープロジェクトの客員教授による講演会を開催した。 

・情報コンセント運用規則を整

備し、運用を開始する。 

・図書館内既存の情報コンセントを利用するための新たなガイドライン

を制定し、効果的な運用を図った。 

・学術雑誌購入経費を共通経費

化し、雑誌需要調査を全学的に

行う。 

・学内で購読する学術雑誌等の総見込額を学術雑誌基盤経費として共通

経費化した。平成 17 年度購入予定の雑誌を学生の要望も含めて大学全体

で雑誌需要調査を行い、見直しを行うとともに４区分に分けて購入雑誌

を選定した。 
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・外国雑誌目次データベースの

システムを更新する。 

・平成９年度導入の外国雑誌目次データベースシステム（スエッツ社が

提供する 14,000 タイトルの新着目次速報データベース）を Web 上で提供

している検索システムを、平成 16 年度にシステムの更新を行い、バージ

ョンアップを図った。 

・ｅラーニング実践モデル事業

による IT 教育を推進し、充実

強化する。 

・高等教育 IT 活用推進事業の参加 10 機関により、平成 16 年に単位互換

協定を締結し、参加機関内でｅラーニング科目の送受信を開始した。ま

た、事業名称を「eラーニング高等教育連携」に名称変更したうえで、上

記事業参加 13 機関で今後もｅラーニングの実践、活用、方法論開発等を

継続・協力していくこととした。 

・ｅラーニング実践モデル事業

によるコンテンツ作成を全学

的に推進する。 

・現代的教育ニーズ取組支援プログラムの採択により、副学長を中心に

全学的な組織のもとで eSAFE（安全社会を創成する先進技術 eラーニング

教育プログラム）推進プロジェクトを設置し、コンテンツ作成を推進し

た。 

・ｅラーニングシステムを全学

的に推進するための組織を設

置し、具体的検討を行う。 

・現代的教育ニーズ取組支援プログラムで採択された eSAFE を全学的に

推進するため、eSAFE 推進プロジェクトを設置した。 

・SCS による授業配信やｅラー

ニングによる遠隔教育の運用

体制を充実強化する。 

・SCS については、１、２学期とも新潟大学工学部と各１科目の送受信を

行った。ｅラーニングについては、現代的教育ニーズ取組支援プログラ

ムの採択により、機械・電気・経営情報系及びｅﾗｰﾆﾝｸﾞ研究実践ｾﾝﾀｰの

教員を中心に全学的な合意のもと、実践・活用を開始した。 

・ｅラーニング実践モデル事業

による他機関との教育交流を

効率的に運用し、充実強化す

る。 

・高等教育 IT 活用推進事業の参加 10 機関により、平成 16 年に単位互換

協定を締結し、参加機関内でｅラーニング科目の送受信を開始した。ま

た、事業名称を「eラーニング高等教育連携」に名称変更したうえで、上

記事業参加 13 機関で今後もｅラーニングの実践、活用、方法論開発等を

継続・協力して行くこととした。 

・学生向けの講習会やマニュア

ルを充実し、機器・設備の利用

促進を図る。 

・新規導入した機械（マシニングセンタ、YAG レーザー加工機）について

仕様、操作説明会を開くとともに、デモンストレーション等の講習会を

開いた。個々の初心者利用に対して、安全を重視した機械操作、加工法

の講習を行った。 

・「安全のための手引」の更新

及び改訂を行い、安全のための

注意を意識させる。 

・今年度は第８版を改訂、発行した。全般にわたり内容の確認・見直し

を図り、特に緊急事態の対応を巻頭に掲げた。また、ホームページにも

掲載した。 

・実験室等における設備、作業

方法等の危険を防止するため、

学内査察制度を導入し、安全管

理の徹底を図る。 

・安全パトロール実施要項を制定し、安全パトロールを全学的に実施し

た。 
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・教育改善組織を設置し、評価

項目の設定、評価及びその結果

に基づく改善計画の策定、実

施、評価するためのシステムの

確立に向けて検討を開始する。 

・教育の評価・改善を行うための大学教育開発センター設置の検討を開

始した。 

・全学的なカリキュラム管理及び責任体制検討部会でカリキュラムの在

り方を検討した。 

・JABEE 対応検討部会において、教育活動の評価についての検討を開始し

た。 

・教育に重点を置く「大学評価・学位授与機構」の認証評価を平成 17 年

度に受審することを決定し、平成17年３月末日までにその申請を行った。

また、これに機動的に対応するための全学的体制を、評価室大学評価部

会として始動した。 

・卒業・修了生と就職先企業に

アンケートを実施し、教育内容

の改善に資する。 

・卒業・修了生に授業内容の各種能力の修得度自己評価アンケートを実

施した。 

・他大学等における授業評価ア

ンケート結果、成績評価基準

等、教育改善に資する各種資料

を収集する。 

・資料を保管する書棚を新規に設置し、必要な場合にすぐ閲覧できるよ

うに改善した。また、国立大学法人 21 機関の各種資料を収集した。 

・授業の公開等を行い、他の教

員の参考とする。 

・機械系で試行的に４人の教員が、「基礎情報処理演習Ⅱ」、「制御工学」、

「材料組織論」及び「機械製作論」の授業公開それぞれ行い、12 人の教

員が授業を参観し、授業改善の参考とした。 

・教育方法等の研究開発を促進

し、かつその成果を維持し共有

するため、全学的な組織を検討

する。 

・教育方法等の研究開発を促進するための大学教育開発センター設置の

検討を開始した。 

・授業アンケートを実施し、こ

のアンケート結果に基づく具

体的改善を行う。 

・授業アンケートの結果を各科目担当教員に通知するとともに、学生へ

公開するなどして、教員個々の授業の改善に活用した。 

・学部卒業及び修士課程修了時の修得度について自己評価アンケートを

実施した。 

・学長のリーダーシップのも

と、効果的、かつ有効的な新任

教員の研修計画を検討し、策定

する。 

・新任教員のための研修内容を検討した。 

・ｅラーニング実践モデル事業

によるコンテンツ開発を全学

的に推進する。 

・現代的教育ニーズ取組支援プログラムで採択された eSAFE を全学的に

推進するため、eSAFE 推進プロジェクトを設置し全学的な組織のもとでコ

ンテンツ作成を推進した。 

 

 

 

 

 20



・高専・技大技術者教育等連携

協議会等を活用して、高等専門

学校との協議・連携強化を図

る。 

・高専機構と両技大との連携協議会を開催し、高専と技科大との教育・

研究分野で連携強化図っていくことを確認した。 

・高専と技大の教員研究集会を機械系、環境・建設系、生物系で開催し、

「法人化元年－高専・大学の現状と課題」、「高専・技大の変革と将来」、

「高専－技大連携による共同研究の発展」をテーマに討論した。 

・学術交流協定の拡充策を検討

し、海外実務訓練を含めた、学

生の海外派遣を推進する。 

・学術交流協定機関を拡充（平成 15 年度 33 機関→平成 16 年度 45 機関）

し、海外実務訓練派遣学生の拡大を図った。（平成 15年度 23 人→平成 16

年度 38 人） 

・特色ある大学教育支援プログラムの下で、海外の実務訓練先の開拓を

行った。 

・学術交流協定の拡充を図り、海外実務訓練を含めた、学生の海外派遣

の機会提供を推進した。 

・学術交流協定締結校と UCTS

（アジア太平洋大学交流機構

単位互換方式）の活用を含め単

位互換の条件整備を図り、具体

的科目を検討する。 

・海外の大学等の高等教育機関との学術交流協定を幅広く開拓すると共

に、一層の相互学生交流の充実を図った。 

   平成 16 年度新規協定締結機関：12 機関 

  中国３大学、メキシコ６大学、ベトナム１大学、オーストラリア１

大学、チリ１大学 

・海外の大学等との学術交流協

定をより一層拡充し、相互学生

交流の充実を図り、且つ、遠隔

授業等の利活用も検討し、経費

軽減等の対応も含めて対面授

業によらない単位互換制度も

積極的に推進する。 

・遠隔授業による海外との連携教育を取り入れると共に組織的な方策を

講じた。（特色ある大学教育支援プログラムによる整備） 
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・海外の大学とのツイニング・

プログラムによる連携体制を

検討・確立し、学生教育・研究

基盤を確保し、国際的な大学運

営を推進していくために多目

的機能を持ったネットワーク

を構築し、教育等における海外

拠点の形成を確立する。 

・ハノイ工科大学とのツイニング・プログラムの拡充と整備を図った。 
・その他の大学とのツイニング・プログラム等の連携教育体制の推進（メ

キシコ、その他）を検討した。 
・海外の連携大学を拠点として、ネットワークの構築を行った。 
・メキシコのヌエボレオ州モンテレー工科大学等の５大学とコンソーシ

アム協定の締結を行い、ツイニング・プログラムの構築についても検討

した。 
・ベトナム教育訓練副大臣等を本学に招聘し、連携教育体制等について

の意見交換を行い、ベトナム国におけるコンソーシアム大学との学術交

流協定に基づき、ツイニング・プログラムによる連携教育についても検

討した。 
・ハノイ工科大学とのツイニング・プログラムの拡充等の目的として、

ハノイ工科大学に現地オフィスを開設した。 
・日本の受入れ体制の強化として、東京農工大学他５大学とのコンソー

シアム組織の協定締結を行った。 
・ツイニング・プログラム拡充の目的としてコンソーシアム大学との共

催で、国際シンポジウムを開催し、国際連携教育関係の拡充を検討した。 
 

（４）学生への支援に関する実施状況 

年度計画 計画の進行状況等 

・クラス担当教員、指導教員の

機能強化を図るとともに、助言

指導教員制度を充実させ、学生

の学習状況を的確に把握し助

言ができる個別指導システム

の構築を検討する。 

・研究室未配属の学部学生について、きめ細かな指導を行うため、アド

バイザー教員制度を導入することを決定し、平成17年４月から実施した。

・保護者に単位修得状況を通知

し、学習情報を周知するととも

に保護者－教員間の意志疎通

を図る。 

・平成 16 年 11 月に学生の父母等に単位修得状況を通知した。 

  また、父母等に質問表を同封し修学に関する個別相談に応じた。平成

17 年度から父母会を実施することを決定した。 

・優秀な学生に対する表彰制度

の新設を検討する。 

・全学的なカリキュラム管理及び責任体制検討部会で学長表彰に関する

答申を行った。 

・学業及び課外活動等で優秀な成績を修めた学生に対する表彰制度を制

定した。平成 16 年度においては、18 名の学生を表彰した。 

・講義棟の４室に冷暖房設備を

整備する。 

・講義棟の８室に冷暖房設備を整備し、平成 16 年度末までに講義棟２階

の未設置講義室については、整備を完了した。 

・IT 環境を配備した自学自習室

を整備し、学生の学習環境を充

実する。 

・平成 16 年度予算で、総合研究棟３階に学生自習用パソコン室を整備（設

置パソコン 40 台）し、学生の学習環境の充実を図った。 
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・IT を活用したネットワーク環

境下におけるセキュリティに

ついて適切な教育を実施する。 

・新入生のガイダンスにおいて、セキュリティ教育を実施した。また、

初めてネットワークを利用する者には、個別に指導を行った。 

・学生の学習支援用の参考図書

を調査し、備える範囲と冊数の

充実を図る。 

・学生用図書購入費の所要額の配分を見直すとともに、各教員による図

書の選定方法を教員組織と教員個人に２分化し、専門分野・一般図書の

冊数の充実を図った。 

・学生のあらゆる問題に対応で

きる総合的な学生相談窓口「な

んでも相談室」の設置計画につ

いて検討する。 

・学生のあらゆる問題に対応できる総合的な学生相談窓口として学生支

援センターを設置した。教職員を配置し学生のあらゆる相談を受け付け

ている。 

・学生の日常生活や勉学･研究状況等を総合的に把握するため、学生生活

実態アンケート調査を実施した。 

・平成 16年 10 月 23 日の新潟県中越地震の発生後、学長を中心とする対

策本部において、学生の安否確認やその後の安全確保等に最優先で取り

組み、幸いなことに、重大な人的被害を防止できた。これにより、11 月

1 日からの授業再開を果たすことができた。さらに、この対応策の中で、

学生支援センターを立ち上げ、学生ボランティアの統括などを含めた対

応を進めた。 

・経済的に困難かつ、成績優秀

な学生に対する経済支援のた

め、大学独自の奨学金制度の実

現に向けて、検討する。 

・本学開学 30 周年事業における寄附金の一部を奨学金として活用する大

学独自の奨学金制度について、学生委員会及び留学生委員会で検討した。

・博士後期課程の学生受入れを

拡充するため、学内の特別支援

制度を確立する。 

・２つの COE プログラムに関連し、アジア諸国の学生支援のため、平成

16 年９月入学者 13 人に対し、入学料貸与、授業料免除、ＲＡ採用により

月額 96,000 円の支給を実施した。 

・外国人留学生の民間アパート

借受等の際の保証人に関して、

機関保証制度を検討・確立す

る。 

・外国人留学生の民間アパート借受等の際の保証人に関して、大学が保

証人となる機関保証制度を確立した。 

・学生宿舎等の整備・充実、そ

の他居住環境の改善整備計画

について検討する。 

・国際学生宿舎の玄関入口をカードゲート化し入居者の安全確保を図っ

た。 

・学生宿舎のシャワー室、共同浴場浴室、渡り廊下、共用棟及び補食室

を改修し入居者の居住環境の改善と整備を図った。 

・学生宿舎等のバリアフリー化

を推進し、身障者対策の計画及

び概要について検討する。 

・車椅子使用の学生のために学生宿舎等の１階をバリアフリーとするこ

とを検討した。 
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・学生向け教務情報、学生生活

情報を提供し、また、教職員と

学生間のコミュニケーション

を総合的にサポートする電子

情報システムの構築に向け検

討する。 

・ホームページの学生情報部分を充実した。 
・学生向広報誌を発行した。 

・課外活動の活性化を図るた

め、課外活動施設の整備・充実

計画を検討する。 

・課外活動の活性化を図るため、学生の意見を聴取しつつ現有の施設を

有効に使うための改修や使用方法を検討した。 

・学生の就職活動支援のため、

教員と事務局との学内組織を

点検し、学外団体と連携のう

え、就職情報の収集、提供及び

就職相談体制の強化に向け検

討する。 

・就職活動支援のため、教員、事務局等及び学外団体と連携のうえ、合

同企業説明会の参加企業を例年の倍に増やして実施し、就職情報の収集、

提供及び相談体制の強化を図った。 

・専門家によるカウンセリング

体制を含めた組織的な学生相

談体制を計画的に整備・充実に

向け検討する。 

・専門家によるカウンセリング体制を含めた組織的な学生相談体制の整

備・充実に向け、新たにカウンセラーを委嘱し、相談体制の充実を図っ

た。 

・経済的に困難な学生に対し、

学内において勉学に支障のな

いような、教育・研究、事務等

の補助的業務の雇用機会の提

供拡大を検討する。 

・経済的に困難な学生に対し、学内において勉学に支障のないような教

育・研究、事務等の補助的業務の雇用機会の提供拡大を検討した。 
・新潟県中越地震の被災学生に対する入学検定料、入学料、授業料を別

枠で支援する措置を決定し、その一部を平成 16 年度に実施した。 

 

２．研究に関する実施状況 

（１） 研究水準及び研究の成果等に関する実施状況 

年度計画 計画の進行状況等 

・「材料」、「情報」、「エネルギ

ー・環境」及び「バイオ」の分

先端的研究の推進のための計

画的な取組みについて検討す

る。 

・将来計画委員会教育研究部会で、バイオ関係博士専攻の設置を計画し

準備を行うとともに、バイオの分野における先端的研究をより一層推進

することとした。 

・先端的研究を効果的に推進するため、教員組織にとらわれない横断的

なプロジェクト研究組織の立ち上げを機動的に行える体制の整備を図る

こととした。 
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・21 世紀 COE プログラムに採択

された研究分野を中心に、重点

４分野における先端的研究を

推進する。 

・博士後期課程専攻の「材料」「情報」「エネルギー・環境」の分野並び

に「バイオ」の各分野において、先端的研究を推進した。 

・21 世紀 COE プログラムの２拠点において、先端的研究を実施するとと

もに、国際シンポジウムを開催して世界の研究者との研究連携を進めた。

・２つの COE プログラムの拠点形成に資するための特別措置を決定し、

13 人の学生を平成 16 年度後期から受け入れた。 

・萌芽的研究を推進するため、

研究経費の措置等について検

討するとともに、科学研究費補

助金の萌芽研究に積極的に申

請する。 

・萌芽的研究を推進するため、研究経費の措置について検討し、学長裁

量経費に「萌芽研究枠」を設けることとした。(平成 17 年度実施予定) 

・科学研究費補助金の萌芽研究に 75 件申請を行った。 

・若手研究者が中心となり全国

的規模の研究集会を開催する

ための環境整備について検討

する。また、プロジェクト研究、

国際研究集会等に若手研究者

が積極的に参加する環境を整

備する。 

・若手研究者への研究環境の整備として、研究費の確保を検討し、平成

17 年度の学長裁量経費で配分することとした。 

・21 世紀 COE プログラム拠点において、全国の若手研究者を対象とした

若手研究討論会「材料におけるハイブリッド化をどう進めるか」を開催

するとともに、今後継続実施することとした。 

・21 世紀 COE プログラムにおいて、若手研究者が自発的研究活動を行え

るように予算措置を行った。 

・21 世紀 COE プログラムによる

国際シンポジウムを開催する

とともに、国際会議、学会、シ

ンポジウムの開催を検討する。 

・21 世紀 COE プログラムによる国際シンポジウムを５回(ハイブリッド２

回、グリーン３回)開催した。 

・研究成果刊行物をホームペー

ジにも掲載する。シンポジウ

ム、研究報告会等を開催する。 

・教員の研究成果を学外に発表するための場として、技術シーズプレゼ

ンテーションを開催した。 

・技術シーズ集第３版をホームページに掲載した。 

・企業等との共同研究、プロジ

ェクト研究を推進し、産業界と

の連携及び技術移転の促進を

図る。 

・企業等との共同研究 50 件、技術開発センタープロジェクト 29 件、受

託研究 49 件、合計 128 件を実施し、産業界等との研究連携を積極的に実

施した。 

・企業等との共同研究、プロジ

ェクト研究を積極的に実施す

るとともに、共同研究者及び研

究員等を受け入れて学内施設

を提供する。 

・①企業等との共同研究 50 件、共同研究者の受入３人、②技術開発セン

タープロジェクト 29 件、客員教授及び客員助教授の受入 29 人、③受託

研究員の受入１人。これらの実施を通じて多数の企業等研究者と学内で

共同研究を行った。 

・社会人の研修生・研究生・大

学院生等及び外部研究資金等

を活用してポスドクを積極的

に受け入れて、若手研究者の育

成を図る。 

・社会人特別選抜による大学院生 15 人、社会人研究生１人、受託研究員

１人、ポスドク 14 人を受け入れて若手研究者の育成を図った。 
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・特許セミナー、特許明細の作

成講習会等を開催し、インキュ

ベーション活動を促進させる。 

・知的財産セミナー３回、知的財産講演会２回開催するとともに、発明

の届出を呼びかけるポスターを２回作成し、特許マインドの育成を図っ

た。 

・テクノインキュベーションセンターのインキュベーションブースに２

組のグループを入居させ、大学発のインキュベーション活動を支援した。

・先端技術について分かりやす

く解説する一般市民向けの講

座を開催する。 

・一般市民向けの公開講座「IT 社会の光と影」、「情報技術を用いた新潟

県・長岡市の雪害・水害の実体把握とその対策」を開催した。また、「先

端材料の最先端」講座については、地震災害のため中止せざるを得なく

なり、平成 17 年度開催で調整を行っている。 

・技術開発懇談会を５回開催した。 

・21 世紀 COE プログラムを中心

に国際シンポジウムの開催及

び共同研究を実施し、アジア、

中南米諸国の大学や研究機関

との連携を強化する。 

・21 世紀 COE プログラムによる国際シンポジウムを５回(タイ２回、台湾、

メキシコ、日本)開催し、アジア、中南米諸国等の研究者との研究連携を

図った。 

・研究活動及び研究成果につい

ての評価体制、評価項目につい

て検討する。 

・大学及び教員の教育研究活動状況について、点検・評価を行うための

学内組織として評価室を設置し、評価体制及び評価項目について検討を

行った。 

・大型プロジェクトについては

年度毎に報告書を公表する。ま

た、シンポジウム開催による公

表を含め、内部評価・検証結果

を学外へ公表する方法を検討

する。 

・21 世紀 COE プログラム事業において、成果報告書を作成し公表した。

・その他提案公募型の競争的資金等による大型プロジェクトについては、

その制度の手続に基づき報告・公表を行った。 

・内部評価・検証結果の公表方法等については、評価室を設置し、評価

全般についての検討を開始した。 

 

（２） 研究実施体制等の整備に関する実施状況 

年度計画 計画の進行状況等 

・教員ポストの学長留保制度を

導入し、重点研究領域等に機動

的に研究者等を配置する。 

・教員ポストの学長留保制度を導入し、重点研究領域である 21 世紀 COE

プログラムの２拠点に教授各１人の配置を行った。 

・研究センターについて、再編

を含めた見直しを検討する。 

・研究センターの今後の体制を検討するとともに、機能的に研究を行う

ため新たに高性能マグネシウム工学研究センターを設置することとし

た。 

・分野横断的研究を推進するた

め、教員組織にとらわれない学

際的研究組織を配置できる体

制を検討する。 

・全学に係る大型のプロジェクトについては、機動的に対応できる体制

とするため、学長直属の組織として位置付けることとした。 

・分野横断的な先端プロジェクト研究を推進するため、研究組織を機動

的、効果的に配置させるための体制の整備（研究推進本部）を図ること

とした。 
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・リサーチ・アシスタントを大

型プロジェクト研究等に重点

的に配置する。 

・リサーチ・アシスタントとして博士後期課程の学生 70 人（21 世紀 COE

プログラム 54 人、他のプログラム 16 人）を採用し、プロジェクト研究

の促進を図った。 

・萌芽研究及び基礎研究並びに

東南アジア等の諸外国の大学

や高等専門学校との共同研究

に対する研究費の確保及び配

分方針を検討する。 

・学長裁量経費により、萌芽研究、基礎研究及び高等専門学校との共同

研究に学内公募型の研究助成を行うことを決定した。（平成 17 年度実施

予定） 

・学術交流事業の経費配分方法を検討し、プロジェクト提案方式で経費

を配分する方法を導入した。また、間接経費・管理経費の一部を学術交

流事業に充当することとした。 

・若手研究者に対しての学内公

募制に基づく研究費配分方法

について検討する。特に 21 世

紀 COE プログラムにおいて、ポ

スドク等若手研究者に自主研

究のための資金の配分を行う。 

・学長裁量経費により、若手教職員の研究推進に学内公募型の研究助成

を行うことを決定した。（平成 17 年度実施予定） 

・21 世紀 COE プログラムで、若手研究者の自発的研究活動の促進として、

ポスドク等若手研究者の研究活動に対して研究資金の支援を行った。 

・従来の受託研究の間接経費に

加えて、共同研究に間接経費を

導入する。また、寄附金の管理

経費比率を引き上げる。科学研

究費補助金等の間接経費を含

めたオーバーヘッド資金を全

学的に有効活用する。 

・従来からの受託研究の間接経費 30％に加えて、共同研究に 10％の間接

経費を導入した。また、寄附金の管理費については、従来の５％を 10％

に引き上げた。 

・間接経費及び管理費のオーバーヘッドについては、「大学」、「教員の所

属系・センター」及び「教員」への配分方式を定め、インセンティブを

確保し有効活用を図ることとした。 

・IT 利用環境の一元的な整備に

ついて、システム、運用方法、

資金等について検討する。 

・情報基盤推進本部を設置し同本部を中心に、情報基盤の全学的観点か

らの一元的管理運用等について今後検討することとした。 

・共同利用が可能な大型試験機

器や大型分析装置等の研究設

備の充実に努める。 

・共同利用として活用するため、分析計測センターに「微小領域固体表

面解析装置」及び「グロー放電発光表面分析装置」の大型研究機器の導

入を計画し、概算要求を行った。 

・研究に必要な参考図書の電子

化状況について調査し、導入を

図る。 

・各書店出版社から情報入手し、平成 17 年度から Scopus（科学・技術・

医学･社会科学の抄録・索引データベース）及び Methods in Enzymology

（生化学、分子生物学叢書の電子ブック版）を提供するため調査検討を

行い、導入を図った。   

・新規電子ジャーナルコンソー

シアム契約を調査し、高等専門

学校からの要望へ対応する。 

・高専から要望が高い新規電子ジャーナルコンソーシアムである、「JＤ

ream」を平成 16 年 10 月から各高専に提供した。 

・外国雑誌目次データベースシステム（スエッツ社が提供する 14,000 タ

イトルの新着目次速報データベース）の更新を行った。 
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・知的財産本部の組織を整備す

る。知的財産ポリシー、利益相

反ポリシー及び責務相反ポリ

シーを確立する。 

・「産学官連携ポリシー」、「知的財産に関する指針（知的財産ポリシー）」

及び「法人並びに教職員の利益と責任の調和に関する方針（利益相反・

責務相反ポリシー）」を定めた。 

・産学連携の推進と知的財産の管理・活用を図るため、組織の整備を検

討し、平成 17 年度にテクノインキュベーションセンター、技術開発セン

ター及び知的財産センターを統括する産学官連携・知的財産本部を設置

することとした。 

・特許出願支援システムの整備

を進め、試行する。特許セミナ

ー、特許明細の作成講習会等を

開催し、特許の自主出願環境を

醸成する。 

・特許出願支援システムの整備を図った。 

・知的財産セミナーを３回開催した。 

・知的財産委員会に「知的財産

評価専門部会」を設置し発明の

有用性を評価するとともに、必

要に応じて外部の専門家を加

えた評価システムを構築する。 

・知的財産委員会に「知的財産評価専門部会」を設置し、権利の評価・

帰属・承継並びに出願・登録等を審議、決定するシステムを整備した。（専

門部会による発明審議件数 73 件） 

・発表論文、特許等の質を考慮

した研究活動の評価システム

について検討する。 

・大学及び教員の教育研究活動状況について、点検・評価を行うための

学内組織として評価室を設置し、評価システムについて検討するととも

に、発表論文、特許等の質を考慮した研究活動の評価システムを検討し

た。 

・上記研究評価システムと併せ

て、評価結果の有効なフィード

バック・システムを検討する。 

・評価室を設置し、発表論文、特許等の質を考慮した研究活動の評価シ

ステムと併せ、評価結果の有効なフィードバック・システムを検討した。

・評価システム、フィードバッ

ク・システムと併せて、評価結

果を資源配分に有効に反映さ

せるシステムを検討する。 

・評価室を設置し、評価システム、評価結果の有効なフィードバック・

システムと併せて、評価結果を資源配分に有効に反映させるシステムを

検討した。 

・高等専門学校・長岡技術科学

大学教員交流研究集会を開催

し、研究・教育面の連携を強化

する。 

・機械系、環境・建設系及び生物系において、高等専門学校・長岡技術

科学大学教員交流研究集会を開催し、研究・教育面の連携を図った。 

・全国共同研究における研究交

流にスペース・コラボレーショ

ン・システム及びｅラーニング

システムの活用について検討

する。 

・スペース・コラボレーション・システムを利用して、高専との研究会

及び研修会を 12 回開催した。 

・ｅラーニング研究実践センターを中心として、遠隔教育研究システム

の開発を推進した。 
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・研究領域を超えた先端的な分

野横断的プロジェクト研究を

推進するため、学際的研究組織

を配置できる体制を検討する。 

・分野横断的な先端プロジェクト研究を推進するため、研究組織を機動

的、効果的に配置させるための体制の整備（研究推進本部）を図ること

とした。 

 

３．その他の実施状況 

（１） 社会との連携、国際交流に関する実施状況 

年度計画 計画の進行状況等 

・各種審議会等へ委員としての

参画や地方公共団体等の協力

については、教員評価の評価項

目のひとつとし、教員の意識高

揚を図り推進する。 

・教員評価の評価領域のひとつとして、社会貢献を置き、各種審議会、

学会、社会人教育活動等を評価の対象とした。 

・平成 16 年度の地方公共団体の審議会委員等の兼業許可件数は、のべ 35

団体、40 人であった。 

・特殊あるいは大型の研究設備

の学外利用者（共同研究員、受

託研究員等の受入れ者を含む）

に対して、適切な技術指導のも

とで使用の便宜を図る。 

・共同利用としている特殊あるいは大型の研究機器等の利用にあたって

は、職員又は当該機器のインストラクターの資格があると認められた者

が、講習・技術指導を行う体制をとった。 

・公開講座、技術開発懇談会、

高度技術者研修を開催する

とともに、アンケート等の実

施により社会ニーズを把握

し、内容を充実させる。また、

他大学、地方公共団体との連

携による講座を実施する。 

・公開講座２件、技術開発懇談会５件、高度技術者研修２件を実施した。

・各事業の終了時には受講者にアンケートを実施し、テーマ、開催方法

等について翌年度の事業内容に反映させた。 

・長岡市との連携による「ながおか市民大学」２件、新潟県との連携に

よる「いきいき県民カレッジ」２件の講座を実施した。 

・技術展示会、フォーラム等、

地域社会の行事などに積極的

に参加する。 

・地域の産・官等の機関が開催する「にいがたビジネスメッセ 2004」「に

いがた新技術・新加工法展示会」「ものづくりネットワーク交流フェア」

「産の需要を官の支援で学と形にする OMIAI」「新潟県商工会議所青年部

連合会ビジネス交流会」「だいし経営者クラブ全体会」等の行事に参加し、

地域との連携協力を図った。 

・研究成果の外部発信として、

各種の研究成果情報をホーム

ページに掲載し、外部発信機能

を充実させる。 

・教員に係る研究者情報、技術シーズ集及び本学が保有する特許をホー

ムページに掲載した。 

・外部発信機能を充実させるため、ホームページのリニューアル化を検

討し、対象者別メニューで分類する等、見やすいホームページに改める

こととした。 
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・テクノインキュベーションセ

ンターの事業を中心として、地

域企業との交流フェア、分野ご

との各種研究交流会及び研究

発表会等を実施する。 

・産学官連携を模索する検討会として、「新春トーク」、産学連携の啓蒙

活動の一環として「NTIC 講演会」、地域貢献を意図した「産学官ジョイン

ト交流会」をそれぞれ実施した。 

・インキュベーションブースへ

の利用を促進するとともに、外

部専門家等による経営指導、開

発研究支援のインキュベーシ

ョン側面支援の強化を行う。 

・テクノインキュベーションセンターのインキュベーションブースに２

組のグループが入居した。また、知的財産セミナー３回、キャンパスイ

ンキュベーション支援事業「起業を楽しむための NTIC 講習会」を９回開

催し、インキュベーション活動を支援した。 

・テクノインキュベーションセ

ンターに産学連携コーディネ

ーター、リエゾンマネージャー

及びシニアマネジメントアド

バイザーを配置し、技術相談に

適切に応じる学内システムを

検討する。 

・産学官連携コーディネーター１人、リエゾンマネージャー２人、シニ

アマネジメントアドバイザー２人を配置し、学外と教員を繋げる役割り

を担う体制を整備した。 

・ホームページによりテクノインキュベーションセンターの情報発信機

能を充実させた。 

・分野ごとの各種研究交流会を

本学主導で促進し、地域企業と

の共同研究の実施に結びつけ

るなど産学官連携を推進する。 

・産業界との交流促進を図る目的で、20 の研究会が設置され活動を行っ

ている。テクノインキュベーションセンターでは、ホームページに研究

会の活動状況を情報発信するなど、これらの活動を側面から支援してい

る。 

・産業界等社会との連携に資す

るセンター等の見直し及び学

内センターの再編について検

討する。 

・産学官連携及び知的財産に関する活動を行っているテクノインキュベ

ーションセンター、技術開発センター及び知的財産センターを統括する

産学官連携・知的財産本部を、平成 17 年度に設置することとした。 

・企業との間で技術交流等の包

括的な協定の締結を検討する。 

・地元銀行２行と「産学連携協力に関する協定」を締結した。 

・受入れ体制の整備・充実を図

り、継続的で且つ安定的な留学

生の確保を図る。 

・受入れ体制の整備及び継続的で安定的な留学生確保のため、ハノイ・

ツイニング・プログラム制度を確立し、平成 17 年１月に第１回の編入学

試験を実施し、同年４月に第３学年編入者３名を受け入れることを決定

した。 

・国際交流協定大学等との学術

交流の拡充を図り、ツイニン

グ・プログラムや海外実務訓練

の一層の推進・拡充を図る。 

・学術交流協定機関を拡充（平成 15 年度 33 機関→平成 16 年度 47 機関）

し、海外実務訓練派遣学生の拡大を図った。（平成 15年度 23 人→平成 16

年度 38 人） 

・特色ある大学教育支援プログラムの下で、海外の企業の開拓を行った。

・学術交流協定の拡充を図り、海外実務訓練を含めた、学生の海外派遣

の機会提供を推進した。 
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・国際化の充実を図り、国際社

会に対応できる社会人養成等

を目指し、各種の連携事業を検

討・実施する。 

・ハノイ工科大学とのツイニング・プログラムの拡充と整備を図った。 
・その他の大学とのツイニング・プログラム等の連携教育体制の推進（メ

キシコ、その他）を検討した。 
・海外の連携大学を拠点として、ネットワークの構築を行った。 
・メキシコのヌエボレオ州モンテレー工科大学等の５大学とコンソーシ

アム協定の締結を行い、ツイニング・プログラムの構築についても検討

した。 
・ベトナム教育訓練副大臣等を本学に招聘し、連携教育体制等について

の意見交換を行い、ベトナム国におけるコンソーシアム大学との学術交

流協定に基づき、ツイニング・プログラムによる連携教育についても検

討した。 
・ハノイ工科大学とのツイニング・プログラムの拡充等の目的として、

ハノイ工科大学に現地オフィスを開設した。 
・日本の受入れ体制の強化として、東京農工大学他５大学とのコンソー

シアム組織の協定締結を行った。 
・ツイニング・プログラム拡充の目的としてコンソーシアム大学との共

催で、国際シンポジウムを開催し、国際連携教育関係の拡充を検討した。 
・海外の教育拠点形成を確立す

る。 

・連携教育大学を拠点としてのネットワークの構築を行った。 

・ハノイ工科大学とのツイニング・プログラムの拡充等の目的として、

ハノイ工科大学に現地オフィスを開設した。 

・留学生と日本人学生との学生

間交流や地域社会との交流の

機会を拡充し、地域社会の国際

化に資する。 

・学内外において、日本人学生及び地域社会との交流の機会を拡充する

ために「長岡国際祭り」、「留学生等交流懇談会」等を実施した。 

・国際化に対応するため、海外

に教育・研究の拠点形成を確立

する。 

・連携教育大学を拠点としてのネットワークの構築を行った。 

・ハノイ工科大学とのツイニング・プログラムの拡充等の目的として、

ハノイ工科大学に現地オフィスを開設した。 

・外国人研究者の受入れに関す

る詳細な情報を随時提供し、受

入れの拡充を図る。 

・外国人研究者の受入れに関する詳細な情報の提供については、ＪＩＣ

Ａ、日本学術振興会等の外部支援関係の情報等の提供を実施し、拡充を

図っている。 

・外国人研究者用の宿泊施設の

確保について検討・拡充する。 

・宿泊施設についての予算要求をするとともに、関係自治体に対して、

宿泊施設の借上げについての協力依頼を行った。また、地元の下宿貸間

組合との連携強化を図った。 

・国際交流協定大学等を中心に

研究者交流を促進し、研究水準

の向上を図る。 

・11 大学と 27 件の共同研究等を実施した。 

・日本学術振興会等の制度を活

用し、外国人研究者を招聘す

る。 

・日本学術振興会の外国人特別研究員で２名、外国人招へい研究者（短

期）で２名の研究者を受け入れた。 
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Ⅱ．業務運営の改善及び効率化 

１．運営体制の改善に関する実施状況 

年度計画 判断理由（実施状況等） 

・全学的運営を円滑に行うた

め、学長補佐職として、入試・

学生担当、教務・研究担当、産

学官連携担当、大学評価担当、

国際交流担当の副学長を配置

し、運営体制の強化を図る。 

・全学的運営を円滑に行うため学長補佐職として、３理事を副学長に任

命し、入試・学生担当、教務・研究担当、産学官連携担当とするととも

に、２教授を大学評価担当、国際交流担当の副学長として配置し、運営

体制の強化を図った。 
・毎月役員会を開催するとともに、週１回、役員打合せ（学長、副学長、

事務局長）を行い、各担当業務の進捗状況の確認、課題の整理、対策の

検討が速やかに行われるようになり、円滑な大学運営に寄与した。 
・学長のリーダーシップによる

機動的・戦略的な教育研究体制

を構築するため、学長裁量によ

る研究経費、教員ポスト、研究

スペースの運用を可能にする

制度を検討する。 

・寄附金の間接経費を５％から 10％に、科学研究費補助金の間接経費の

配分（管理経費 75％、教員 25％）を、管理経費 50％、教員 25％、系長

25％に改定した。また、間接経費として新たに、共同研究は 10％、受託

研究は 30％を徴収することとした。 

・学長のリーダーシップによる機動的・戦略的な教育研究体制の構築の

ため、学長裁量による教員人事に係る学内配置ポストを検討し、平成 16

年度は、教育・研究の拠点（COE）となる機械系及び化学系に教授各１（任

期３年）を増員した。 

 センター教員並びに留学生教育を担当する教員について、平成 17 年度

以降、学長留保定員とすることとした。 

・室使用状況の見直しにより、新たな共用スペースを確保するとともに、

長岡市の施設の貸与契約を締結し、新たな研究スペースとして確保した。

これらは、学内で公募により利用者を決定し、利用料を課して利用させ

ることとしている。 

 平成 16 年度利用スペース等 

  共用スペース（４月～）492 ㎡（12 室） 

  長岡市施設（11 月～） 679 ㎡（５室） 

 平成 17 年４月利用開始 

  共用スペース 119 ㎡（３室） 

・教員ポストについては、18 年

度までに学長留保ポスト８を

確保する。また、本年度欠員相

当分を踏まえ、前倒しで学長主

導による教員配置を行う。 

・教員ポストについて平成 18 年度までに学長留保ポスト８を確保するこ

ととした。また平成 16 年度及び平成 17 年度の欠員相当分を踏まえ、前

倒しで学長主導による教員配置を行った。 
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・労務関係、産学連携等専門性

を必要とする分野において、コ

ンサルタントの活用を検討し、

本年度は、顧問弁護士、産学連

携コンサルタントを雇用する。 

・労働法関係についての紛争解決、その他労働法関係の相談を行うため、

弁護士と顧問契約を締結した。また、就業規則、労使協定及び安全衛生

関係のアドバイザーとして、社会保険労務士の活用を行った。 

・産学連携の諸問題解決のアドバイザーとして、テクノインキュベーシ

ョンセンターにシニアマネジメントアドバイザー、リエゾンマネージャ

ー（両者とも非常勤職員）を配置した。 

・就業規則改正手続に当たり、社会保険労務士に相談、助言を受けた（ス

ポット）。 

・系の運営は系長が行うことと

し、系長の責任と権限を明確に

する。また、系の運営体制の強

化と意思決定の迅速化を図る

ため、系長補佐体制を検討す

る。 

・組織・運営規則を見直し、平成 17 年度から系に副系長を、また、特定

のセンターに副センター長を置くこととした。 

・系の管理運営に関する全学的方針等の審議を行うため、系長会議を設

置した。 

・科学研究費補助金、共同研究費の間接経費のうち 25％を、系長裁量経

費として当該系に配分した。 

・全学的運営の円滑化のため、

担当副学長の職務と各種委員

会等の役割・機能を見直し、効

率化と機能向上のために再

編・統合の検討を行う。 

・役員会において、各副学長が担当する委員会等の見直しを行い、役割

を明確にして、効率化、機能向上を図った。 

・委員会等の見直しを行い、効率化を図るとともに、教員の教育･研究活

動以外の負担の軽減を図った。 

・平成 16 年度施行 

 廃止：自己評価委員会（評価室会議設置） 

・平成 17 年４月施行 

 廃止：情報システム委員会（情報基盤推進本部運営会議に吸収）及び

センター運営委員会（７センター） 

 構成員見直し：各系選出教員から副系長に改めた。 

 センター運営委員会（４センター） 

・各運営組織に統括副学長を置き、その体制を明確にした 

 

２．教育研究組織の見直しに関する実施状況 

年度計画 判断理由（実施状況等） 

・高等専門学校・専門高校等や

企業等の要請を教育研究組織

に反映させるため、今後の教育

研究組織の在り方及びそのシ

ステムの構築を検討する。 

・本学大学院に高等専門学校本科卒の社会人１名が合格し、平成 17 年度

から高等専門学校教員と協力して教育するシステムを開始することとし

た。 
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・高等専門学校や専門高校の要

請等に基づき、連携を強化する

とともに、教育形態の多様化に

対応した進学機会を提供する

ため、必要な教育研究組織の整

備について検討する。 

・高等専門学校、専門高校や企業の要請を把握するため、高専訪問、出

前授業、技大－高専研究交流集会、実務訓練シンポジウム、オープンハ

ウス、オープンキャンパス等で面接、アンケート調査等を行った。 

・高等専門学校等と連携して、

専攻科修了生等の社会人学生

を対象とした高度職業人養成

に向けて、関係機関と協議、調

整する。 

・本学大学院に高等専門学校本科卒の社会人１名が合格し、平成 17 年度

から高等専門学校教員と協力して教育するシステムを開始することとし

た。 

・バイオテクノロジー関連博士

専攻の新設並びに 21 世紀 COE

プログラムの研究分野におけ

る博士課程入学定員の拡充に

ついて検討する。 

・将来計画委員会教育研究部会において、博士専攻の新設等について検

討を行い、生物統合工学専攻の設置及び 21 世紀 COE プログラムの研究分

野における博士課程入学定員の拡充を図るために、平成 18 年度概算要求

を行うこととした。 

 

３．教職員の人事の適正化に関する実施状況 

年度計画 判断理由（実施状況等） 

・機動的、戦略的な人員配置を

進めるため、全学一元的な人件

費の管理体制、管理方法につい

て検討する。 

・総務課、会計課を中心として人件費管理の方策を検討し、既存の

汎用システムから国立大学法人に特化した人事・給与統合システム

の導入を検討した。 

・学長のリーダーシップによる

機動的・戦略的な教育研究体制

の構築のため、学長裁量による

教員人事に係る学内配置ポス

トの見直し、再配置等の運用を

可能にする制度を検討する。 

・学長のリーダーシップによる機動的・戦略的な教育研究体制の構築の

ため、学長裁量による教員人事に係る学内配置ポストを検討した結果、

平成 18 年度までに８ポストを学長留保定員とすることとし、本年度欠員

分を踏まえ、平成 16 年度、平成 17 年度中に前倒しで運用することとし

た。平成 16 年度は、教育・研究の拠点（COE）となる機械系及び化学系

に教授各１（任期３年）を増員した。センター教員並びに留学生教育を

担当する教員について、平成 17 年度以降、学長留保定員とすることとし

た。 

・選考方法の公正・透明性を高

めるために教員公募は原則と

して完全公募制とし、ホームペ

ージ等に掲載する。 

・教員公募は、原則として大学のウェブページ及び JRECIN（研究者人材

データベース：独立行政法人科学技術振興機構運用）のウェブページに

掲載することとし、19 件の公募を行った。（平成 17 年度採用を含む。）

・教員選考基準・昇任基準等を

検討する。 

・担当理事を中心に、教員選考基準・昇任基準について検討を行い、平

成 17 年度当初に素案をまとめることとした。 

・教員選考委員会には必ず役員又は副学長が委員として選考に加わるこ

ととした。 
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・教育研究の活性化を図るた

め、任期制による教員の流動性

の確保とテニュアとの兼ね合

いなど適切な任期制の導入を

検討する。 

・センター教員の任期について見直しを図り、COE プロジェクトに採用す

る教員をすべての職で５年の任期とした。また、平成 17 年度４月から、

２センターの助手に任期制を導入することを決定した。 

・他の機関等との人事交流を推

進する。 

・教員の高専との人事交流について、積極的に推進しており、徳山高専

との人事交流を実施した。また、平成 17 年度、平成 18 年度の具体的な

案を計画した。 

・実務経験を有する教員を確保

するため、企業等との人事交流

を検討するとともに、企業等に

対し採用・公募を積極的に発信

する。 

・平成 16 年度の民間企業等経験者の採用は５人であり、平成 16 年度末

における教員の前歴が民間企業又は官公庁等である者の割合は、32．5％

であった。 

・女性及び外国人の積極的な採

用に努める。 

・積極的に採用する方針であるが、応募がなかったため、採用実績はな

い。 

・平成 16 年度末における女性教員の割合は、2．28％、外国人教員の割

合は、3．2％である。 

・専門分野に配慮しつつ、他分

野の業務についても経験させ

るなど計画的に人事配置を行

う。 

・計画的な人材養成のため、専門分野の業務を３年、その他の分野の業

務を２～３年、その後再び当該専門分野業務に従事することを原則とし

て、人事を実施した。 

・学内研修としては、特に英語

研修及び IT 関連研修を実施す

るとともに、他機関との合同研

修に積極的に参加する。 

＜学内研修＞ 

・次の英語研修等を実施した。 

 ①放送大学で開講されている英語科目の履修（19 人） 

 ②英会話学校の利用（13 人） 

 ③研修成果を評価するための TOEIC の受験（９人） 

 ④その他、語学レベルに応じた受講とその評価ができるよう実施要項

の見直しを行った。 

・次の IT 関連研修を実施した。 

 ○ホームページ作成（20 人） 

・その他の研修等 

 ○知的財産セミナー（４人） 

＜他機関との合同研修＞ 

・35 研修（67 人） 

・優れた人材の確保・養成や人

事の活性化を図るため、引き続

き他大学等との人事交流を積

極的に行う。 

・平成 16 年度内における他大学等との人事交流は 12 件であった。 

・県内大学等と人事担当課長会議を開催し、相互人事交流を推進するた

めの協議を行った。 
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・教員と技術系職員を構成員

とする、効果的な教育研究支

援体制を検討する。 

・技術班の技術長、副技術長、各技術班長等の配置について見直しを図

り、効果的な教育研究支援体制をしくとともに、各系・センターとの連

携強化を図った。 

・資格・免許等の取得を積極的

に奨励する。 

・実施しなかったため、平成 17 年度の課題とした。 

・優秀な教員を確保し維持する

ための厳正な能力・職責・業績

等を反映させた、公正で透明性

のある人事評価システムを整

備するため、評価項目、評価手

法及び評価指針を検討する評

価室を設置する。 

・評価室を設置し、教員評価部会において、教員評価に関する基本方針、

教員評価に関する実施基準等を定め、平成 17 年度において、教員評価を

実施することとした。 

 

・事務局職員の士気の向上を図

り、質の高い職員を確保し維持

するための公正で透明性のあ

る人事評価システムを整備す

るため、評価項目、評価手法及

び評価指針を検討する。 

・事務職員の勤務評価について業務評価票を作成し、評価事項・評価項

目を検討した。 

・教員のサバティカル制度につ

いて調査、検討する。 
・導入済の機関の状況等を中心に調査し、検討を行った。 

・教職員の業績に基づく、イン

センティブに富んだ適切な給

与システムの構築を検討する。 

・教員評価並びに事務系職員の業務評価の結果を、特別昇給、勤勉手当

の成績率に反映させるための検討を行った。 

・評価室において人事評価シス

テムを構築する。 

・評価室を設置し、教員評価部会において、教員評価に関する基本方針、

教員評価に関する実施基準等を定め、平成 17 年度において、具体的に教

員評価を実施することとした。 

 

４．事務等の効率化・合理化に関する実施状況 

年度計画 判断理由（実施状況等） 

・業務内容を精選し、事務処理

の方法等の見直しを行う。 

・各課・係で年間の業務日程一覧表を作成し、業務内容、業務処理方法

等を見直した。 

・業務内容、業務量を定期的に

評価する方法を検討する。 

・業務内容、業務量の把握及び評価のため、各課・係ごとに業務日程一

覧表を作成した。 

・業務内容に応じて事務組織を改め、人員の再配置を行った。 

・事務処理の方法等の見直しに

基づき事務処理要領等のマニ

ュアル作成を検討する。 

・各業務ごとに、事務処理のマニュアル作成を検討した。 
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・事務処理の効率化・合理化を

図るため、事務分掌の恒常的見

直しを行う。 

・事務処理の効率化・合理化を図るため、事務組織・事務分掌を見直し、

規程を改正した。 

 平成 16 年 4 月～ 共済事務：会計課→総務課、施設の管理:会計課→

施設管理課 

 平成 16 年 6 月～ 広報誌・ホームページ：入試課→総務課 

 平成 17 年 4 月～ 専門職員→係、その他分掌の見直し 

・迅速・機動的な事務処理、責

任・権限の明確化を図る観点か

ら、事務の権限委任に関するあ

り方を検討する。 

・事務の権限委任に関するあり方を検討し、専門員制を見直し、平成 17

年度から原則として、課長補佐制とすることとした。 

・事務処理の効率化を図るため

の事務情報化を推進する。 

・情報基盤推進本部で、事務用電算機システムの更新にあたり、大学基

幹業務システム（仮称）を検討した。 

・学内専用の web 頁に新たに就業規則その他の学内規則を掲載し、共有

化を図った。 

・他大学等と事務情報化の連

携・協力を検討する。 

・他大学との検討は行わなかった。 

・業務のアウトソーシングの新

たな導入のため、業務の性質、

経費、人事管理等について多角

的に検討する。 

・学生による授業アンケートの集計業務をアウトソーシングするととも

に、次の事項について、アウトソーシングの導入のための検討を行った。

 旅費計算・旅費支払業務、学生の駐車等管理、図書館業務 

 

 

Ⅲ．財務内容の改善 

１．外部研究資金その他の自己収入の増加に関する実施状況 

年度計画 判断理由（実施状況等） 

・テクノインキュベーションセ

ンターに外部資金導入促進専

門部会を設置し、外部資金獲得

増に向けたリエゾン機能の強

化策を検討する。 

・テクノインキュベーションセンターに外部資金導入促進専門部会を設

置するとともに、産学官連携コーディネーター、リエゾンマネージャー

及びシニアマネジメントアドバイザーと連携し、共同研究テーマの発掘

と企業等への提案を行うことのできる体制を整備した。 

・外部資金の獲得状況等に応じ

た学内予算の傾斜配分方針を

反映させる方策を、予算検討会

議等で検討し、外部資金の増加

を図る競争的環境を構築する。 

・科学研究費補助金等における申請者・採択者・間接経費獲得者にそれ

ぞれポイントを付与し、学内基盤研究費の配分にかかる傾斜配分に反映

させた。 
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２．経費の抑制に関する実施状況 

年度計画 判断理由（実施状況等） 

・予算の計画的・効率的な執行

を図るため、早期ヒアリングを

実施し、早期学内配分を行う。 

・学内予算編成基本方針に基づき、平成 17 年度予算の早期学内配分を実

施するため、平成 16 年 12 月に各事項ごとの必要配分額についてのヒア

リングを行い、配分案を作成、役員会等で審議のうえ、平成 17 年４月か

ら執行できる体制とした。 

・役員打合せ会で毎月予算の執行状況をチェックする体制をとった。 

・学内向けの通知や通信につい

て、電子メールの利用やウェブ

化によるペーパーレス化を推

進し、経費の削減を図る。 

・教授会資料を Web 上で構成員に事前に閲覧し、会議開催時はスクリー

ンに映写することにより、ペーパーレス化した。 

・学生向け広報誌の Web 化を検討した。 

・学内への行事、会議その他の諸連絡は電子メールで行った。 

・講義棟の集中暖房方式を個別

省エネ空調方式に切り替え、経

費の節減を図る。 

・全講義室 27 室のうち、平成 16 年度は８室について個別省エネ空調方

式に切り替え（通算 21 室に個別空調設備設置済）、講義室での空調の運

転・停止を徹底させ、経費の節減を図った。 

・廊下及び階段の照明に人感センサーを取付け、消し忘れによる電気使

用量の節減を図った。 

・システムの導入及び web 上で

の定期的な予算執行状況の提

供を行うことにより、教職員に

対し経費区分のコスト意識を

持たせる。 

・教職員に対し経費区分のコスト意識を持たせるため、Web 上での定期的

な予算執行状況の提供を行った。 

・実施方法・実施回数等の見直

しを行い、経費の削減を図る。 

・構内清掃契約において、清掃回数の見直しを行い経費削減を図った。

・構内電気設備点検業務において、過去の実績を踏まえ、点検実施方法

の見直しを行い経費削減を図った。 

・アウトソーシングできる業務

の洗い出し及び検討を行い、実

施可能な業務についてはアウ

トソーシング化を図る。 

・学生による授業アンケートの集計業務を外部委託した。 
・旅費計算・旅費支払業務、学生の駐車等管理業務及び図書館業務のア

ウトソーシングについて、資料収集・検討を行った。 

 

３．資産の運用管理に関する実施状況 

年度計画 判断理由（実施状況等） 

・財務会計システム導入により

資産の運用管理の一元化を行

い、かつ、監事、会計監査人の

指導等に基づき、外部資金等を

安全･確実に運用管理する方策

を講じる。 

・寄附金など外部資金等の財源別管理の一元化（収入、支出、預金残高

等の集計）を行い、資金の執行状況を把握できる機能を整備した。 
・寄附金の運用については、国債、地方債、政府保証債について、必要

な条件を付し金融機関等に提案を行い最も有利な債権を購入する方策を

講じた。 
・資産の管理については、ペイオフ対策として、普通預金を決済用預金

に振替えた。 
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Ⅳ．自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供 

１．評価の充実に関する実施状況 

年度計画 判断理由（実施状況等） 

・自己点検・評価、外部評価、

第三者評価を効果的に実施す

るため、担当副学長を置き、評

価室を設置する。 

・大学評価担当副学長を置き、評価室を設置した。 

 

・評価室において、自己点検・

評価に関連する統計資料等の

データベース化を検討する。 

・評価室において、教員評価、大学評価及び認証評価に合理的かつ有効

活用できるデータベース化することとし、システムの比較検討を行った。

・自己点検・評価結果のフォロ

ーアップ体制を検討する。 

・評価室は、自己評価結果に改善に関する意見書を付して学長に報告し、

学長はこれに対する措置を講ずることとした。具体的には、平成 17 年度

に実施する自己評価の施行後の課題とした。 

・大学評価･学授与機構による平成 17 年度の認証評価を受審することを

決定し、申請した。また、これに対応するため直ちに評価室に大学評価

部会を立ち上げ、自己点検・評価調書の作成のための基礎的作業を開始

した。 

 

２．情報公開等の推進に関する実施状況 

年度計画 判断理由（実施状況等） 

・本学の活動状況等に関する情

報の一元化を検討し、外部へ積

極的に公開・提供するための体

制を整備する。 

・外部への教育・研究の情報発信を積極的に公開、提供するため、

広報担当の理事のもとに、総務課に広報担当専門員及び広報係を設

置した。 

・長岡市民センター（長岡市街）に本学の公開講座の案内、学生募集の

要項等、市民に向けた情報を提供するスペース（長岡技術科学大学情報

コーナー）を設け、積極的な情報の公開・提供を行った。 

・学生とその保護者、卒業生、

企業、一般市民など対象者別の

広報誌の発行を検討・実施する

とともに、対象者別の HP を充

実するなど広報活動を強化す

る。 

・現状の広報誌（ＶＯＳ）の記事に速報性をもたすため、発行回数を年

５回から６回に増やし、対象者を意識した情報幅の広い紙面作りを行う

とともに在学生、企業向けの広報誌の充実を図った。 

・ホームページのリニューアルを行い、対象者別（受験生、企業、地域

社会、在学生、卒業・修了生向け）に閲覧できるものとした。 

・新規に大学紹介ビデオ（ＤＶＤ）を制作し、対象者別（受験生、留学

生、市民、産業界向け）に視聴できるように作成するとともに、併せて

ホームページに掲載し、積極的に情報の提供を行った。 
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Ⅴ．その他の業務運営に関する重要事項 

１．施設設備の整備・活用等に関する実施状況 

年度計画 判断理由（実施状況等） 

・施設長期計画に基づき整備計

画を策定する。 

・講義棟の空調設備整備計画を策定し、年次計画に基づき、平成 16 年度

分３室、平成 17 年度分５室の計８室に個別空調設備を設置した。 

・産学連携を推進する施設を充

実するため、施設整備費の概算

要求(ベンチャービジネスラボ

ラトリー)を行う。 

・年度計画によって概算要求（ベンチャービジネスラボラトリー）を行

った。 

・学生生活支援、国際交流の推

進のため、施設整備費の概算要

求(国際交流会館)を行う。 

・年度計画によって概算要求（国際交流会館）を行った。 

・知的創造活動の場にふさわし

い環境づくりの一環として、ス

ポーツ施設、課外活動施設、福

利厚生施設、屋外環境等の整備

計画を策定する。 

・福利棟において空調設備改修、風除室取設、一部内装改修を実施、環

境改善を行った。 

・高齢者や身体障害者が円滑に

施設を利用できるようバリア

フリーの観点から全学の施設

設備について点検を行い、整備

計画を策定する。 

・高齢者や身体障害者が円滑に施設を利用できるようバリアフリーの観

点から全学の施設設備について点検を行った。 

・案内標識等のグランドデザイ

ンを策定する。 

・案内標識等のグランドデザイン（案）を策定した。 

・基幹的設備について改修整備

計画を策定し、施設整備費の概

算要求（給水設備及び電話交換

設備）を行う。 

・基幹環境整備（給水設備・電話交換機設備改修整備）について概算要

求を行い、平成 16 年度に給水設備改修整備の予算が認められた。平成 17

年度に改修を実施する。 

・発電設備の導入について計画

を策定する。 

・災害の経験を踏まえ、発電機導入計画を再検討した。 

・トイレの自動洗浄と乾式化に

ついて、整備計画に基づき改修

を実施する。 

・講義棟の便所を自動洗浄及び乾式化に整備改修した。 
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・廊下等照明の人感センサー制

御、実験研究室等の高効率蛍光

灯器具への更新について、整備

計画に基づき改修を実施する。 

・廊下人感センサー取付 

 機械建設１、２、３、４号棟、博士課程棟、情報処理Ｃ.、生物棟、環

境システム棟 

・階段照明取替 

 事務局、語学Ｃ.、図書館、マルチメディアシステムＣ.、福利棟、プ

ール、講義棟、 化学経営情報２、３号棟、電気２号棟、情報処理Ｃ.、

機械建設２号棟、 博士課程棟、生物棟、環境システム棟、技術開発Ｃ.

１、２号棟、工作Ｃ.、 分析計測Ｃ.、極限エネルギー工学研究Ｃ.粒子

棟、極限エネルギー工学研究Ｃ.、極限棟 

・安定器取設 

 機械建設２号棟３～６階、講義棟 

・施設の点検・評価を踏まえ、

施設情報のデータベース化の

方針を策定する。 

・データーベースのメーカーを調査した。 

・全学一体的な管理体制を検討

するとともに事務組織・体制の

見直しを行う。 

・施設マネジメントに主眼をおいた組織に整備した。 

・スペース課金制度の導入方針

の策定、関係規則等の整備を図

る。 

・共用スペースの利用は公募制とし、課金制度を導入した。 

 年額 2,500 円/㎡ 又は年額 5,000 円/㎡ 

・各系占有スペースについても一部課金制度の導入を決定し、平成 17 年

度から実施することを決定した。 

・ライフサイクルに応じた施設

管理基準を作成、それに基づき

点検・保守管理等を実施すると

ともに施設管理台帳等の作成

を行う。 

・新潟県中越地震により施設管理基準の作成が出来なかったため、実施

もできなかった。 

・健全度調査(耐震診断等)を実

施する。 

・新潟県中越地震により実施できなかった。 

・省エネ、適切な施設利用、廃

棄物の適切な処理等について、

意識・知識の浸透を図るため、

パンフレット等の具体的内容

を検討する。 

・エネルギー使用状況を学内ホームページに掲載、全学的に省エネに対

する意識の浸透を図った。 
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２．安全管理に関する実施状況 

年度計画 判断理由（実施状況等） 

・安全衛生管理委員会を設置す

るとともに衛生管理者・産業

医・作業主任者を選任し、安全

衛生管理体制を確立する。 

・衛生管理者・産業医・作業主任者を選任、安全衛生管理委員会を設置

し、労働安全衛生法に基づく体制を確立した。 
・安全衛生管理上の区分を７つに分け、それぞれに安全衛生管理者を置

き総括安全衛生管理者の指揮の下に必要な措置を講じる体制を整えた。

・職員の健康障害の恐れのある

環境を早期発見、改善するため

に衛生管理者を増員する。 

・衛生管理者１人に衛生工学衛生管理者免許を取得させるとともに、衛

生管理者を９人増員した。 

・実験室等の安全管理を確保す

るため、自己点検を定期的に実

施する。 

・全学一斉の自主点検を１回実施した。 

・実験室等での業務に係る取扱

物質に応じた事故防止マニュ

アルの作成を検討する。 

・化学物質等の事故防止マニュアルとして、実験室等ごとにＭＳＤＳを

整備、活用することについて、決定した。 

・実験室等における設備、作業

方法等の危険を防止するため、

学内査察制度を導入し、安全管

理の徹底を図る。 

・学内査察制度として安全パトロール実施要項を定め、これに基づくパ

トロールを実施した。 

・危険有害業務従事者に対する

安全管理を確保するための安

全研修計画を策定する。 

・危険有害業務従事者に加え、安全衛生担当者をも対象とする安全衛生

研修の実施要領を定めた。 
  

・学生の事故防止等のため、「安

全のための手引き」を配布し、

オリエンテーション、実験・実

習時において、継続指導を徹底

する。 

・安全衛生管理委員会に学生の安全対策検討部会を設置し、学生の事故

防止について検討した。 
・教員が主体となって、各課程において「安全のための手引」をもとに、

実験・実習の前に安全のための注意指導を徹底した。 
・「安全のための手引」の内容を全版的に見直し、第８版を作成、緊急事

態の対応を巻頭に掲げた。 
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Ⅵ．予算（人件費見積含む。）、収支計画及び資金計画 

 １．予算                              （単位：百万円） 

区 分 予算額 決算額 
差額 

（決算－予算）

収入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 船舶建造費補助金 

 施設整備資金貸付金償還時補助金 

国立大学財務・経営センター施設費交付金 

自己収入 

 授業料及び入学金及び検定料収入 

 附属病院収入 

 財産処分収入 

 雑収入 

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

長期借入金収入 

目的積立金取崩 

計 

４，５１６

１８２

０

４０

０

１，４００

１，３４０

０

０

６０

４４０

０

０

６，５７８

 

４，５１６ 

７６ 

０ 

４０ 

０ 

１，１７６ 

１，１０１ 

０ 

０ 

７５ 

６７７ 

０ 

０ 

６，４８５ 

０

△１０６

０

０

０

△２２４

△２３９

０

０

１５

２３７

０

０

△９３

支出 

 業務費 

  教育研究経費 

  診療経費 

  一般管理費 

 施設整備費 

 船舶建造費 

 産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

 長期借入金償還金 

 国立大学財務・経営センター施設費納付金 

計 

５，９１６

５，１８１

０

７３５

１８２

０

４４０

４０

０

６，５７８

 

５，４４９ 

４，６５１ 

０ 

７９８ 

７６ 

０ 

６１９ 

４０ 

０ 

６，１８４ 

△４６７

△５３０

０

６３

△１０６

０

１７９

０

０

△３９４

 

 ２．人件費                             （単位：百万円） 

区 分 予算額 決算額 
差額 

（決算－予算）

人件費（承継職員分の退職手当は除く） ３，６０１ ３，５０１ △１００
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 ３．収支計画                            （単位：百万円） 

区 分 予算額 決算額 
差額 

（決算－予算）

 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

   教育研究経費 

   診療経費 

   受託研究経費等 

   役員人件費 

   教員人件費 

   職員人件費 

  一般管理費 

  財務費用 

  雑損 

  減価償却費 

 臨時損失 

 

収益の部 

 経常収益 

  運営費交付金  

  授業料収益 

  入学金収益 

  検定料収益 

  附属病院収益 

  受託研究等収益 

  施設費収益 

  寄附金収益 

  財務収益 

  雑益 

  資産見返運営費交付金等戻入 

  資産見返寄附金戻入 

  資産見返物品受贈額戻入 

 臨時利益 

純利益 

目的積立金取崩益 

総利益 

６，２５４

６，２５４

５，６１７

１，４１０

０

２０８

６７

２，６３０

１，３０２

３９４

０

０

２４３

０

６，２５４

６，２５４

４，３５１

８８３

２４９

３９

０

２０８

０

２２１

０

６０

１２

１

２３０

０

０

０

０

 

６，９０１ 

６，２０７ 

５，４３７ 

１，２４８ 

０ 

３４８ 

６７ 

２，４９２ 

１，２８２ 

４９５ 

０ 

０ 

２７５ 

６９４ 

 

６，９９０ 

６，２７９ 

３，８９７ 

１，０３９ 

２７０ 

３６ 

０ 

３６１ 

２９ 

２５４ 

０ 

１１８ 

６ 

２３ 

２４６ 

７１１ 

８９ 

０ 

８９ 

６４７

△４７

△１８０

△１６２

０

１４０

０

△１３８

△２０

１０１

０

０

３２

６９４

７３６

２５

△４５４

１５６

２１

△３

０

１５３

２９

３３

０

５８

△６

２２

１６

７１１

８９

０

８９
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 ４．資金計画                            （単位：百万円） 

区 分 予算額 決算額 
差額 

（決算－予算）

 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及び入学金検定料による収入 

  附属病院収入 

  受託研究等収入 

  寄附金収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

  施設費による収入 

  その他の収入 

 財務活動による収入 

 前年度よりの繰越金 

７，２０３

６，０１１

５２７

４０

６２５

７，２０３

６，３５６

４，５１６

１，３４０

０

２０８

２３２

６０

２２２

２２２

０

０

６２５

 

７，８６２ 

５，７４４ 

１９７ 

０ 

１，９２１ 

 

７，８６２ 

７，１１４ 

４，５１６ 

１，１０１ 

０ 

３９９ 

２３４ 

８６４ 

８１ 

７６ 

５ 

０ 

６６７ 

６５９

△２６７

△３３０

△４０

１，２９６

６５９

７５８

０

△２３９

０

１９１

２

８０４

△１４１

△１４６

５

０

４２

 

 

Ⅶ．短期借入金の限度額 

  該当なし 

 

 

Ⅷ．重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

  該当なし 

 

 

Ⅸ．剰余金の使途 

  該当なし 
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Ⅹ．その他 

１．施設・設備に関する状況 

施設・設備の内容 決定額（百万円） 財  源 

・小規模改修 

・災害復旧工事 

総額  ７６ 施設整備費補助金 

      （ ７６） 

船舶建造費補助金 

      （   ） 

長期借入金 

      （   ） 

国立大学財務・経営センター 

施設費交付金 

      （   ） 

 

２．人事に関する状況 

（１）教員人事の基本方針 

年度計画 判断理由（実施状況等） 

・学長のリーダーシップによる

機動的・戦略的な教育研究体制

の構築のため、学長裁量による

教員人事に係る学内配置ポス

トの見直し、再配置等の運用を

可能にする制度を検討する。 

・学長のリーダーシップによる機動的・戦略的な教育研究体制の構築の

ため、学長裁量による教員人事に係る学内配置ポストを検討した結果、

平成 18 年度までに８ポストを学長留保定員とすることとし、本年度欠員

分を踏まえ、平成 16 年度、平成 17 年度中に前倒しで運用することとし

た。平成 16 年度は、教育・研究の拠点（COE）となる機械系及び化学系

に教授各１（任期３年）を増員した。センター教員並びに留学生教育を

担当する教員について、平成 17 年度以降、学長留保定員とすることとし

た。 

・選考方法の公正・透明性を高

めるために教員公募は原則と

して完全公募制とし、ホームペ

ージ等に掲載する。 

・教員公募は、原則として大学のウェブページ及び JRECIN（研究者人材

データベース：独立行政法人科学技術振興機構運用）のウェブページに

掲載することとし、19 件の公募を行った。（平成 17 年度採用を含む。）

・教員選考基準・昇任基準等を

検討する。 

・担当理事を中心に、教員選考基準・承認基準について検討を行い、平

成 17 年度当初に素案をまとめることとした。 

・教員選考委員会には必ず役員又は副学長が委員として選考に加わるこ

ととした。 

・教育研究の活性化を図るた

め、任期制による教員の流動性

の確保とテニュアとの兼ね合

いなど適切な任期制の導入を

検討する。 

・センター教員の任期について見直しを図り、COE プロジェクトに採用す

る教員をすべての職で５年の任期とした。また、平成 17 年度４月から、

２センターの助手に任期制を導入することを決定した。 
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・他の機関等との人事交流を推

進する。 

・教員の高専との人事交流について、積極的に推進しており、徳山高専

との人事交流を実施した。また、平成 17 年度、平成 18 年度の具体的な

案を計画した。 

・実務経験を有する教員を確保

するため、企業等との人事交流

を検討するとともに、企業等に

対し採用・公募を積極的に発信

する。 

・平成 16 年度の民間企業等経験者の採用は５人であり、平成 16 年度末

における教員の前歴が民間企業又は官公庁等である者の割合は、32．5％

であった。 

・女性及び外国人の積極的な採

用に努める。 

・積極的に採用する方針であるが、応募がなかったため、採用実績はな

い。 

・平成 16 年度末における女性教員の割合は、2．28％、外国人教員の割

合は、3．2％である。 

 

（２）事務系職員人事の基本方針 

年度計画 判断理由（実施状況等） 

・専門分野に配慮しつつ、他分

野の業務についても経験させ

るなど計画的に人事配置を行

う。 

・計画的な人材養成のため、専門分野の業務を３年、その他の分野の業

務を２～３年、その後再び当該専門分野業務に従事することを原則とし

て、人事を実施した。 

・学内研修としては、特に英語

研修及び IT 関連研修を実施す

るとともに、他機関との合同研

修に積極的に参加する。 

＜学内研修＞ 

・次の英語研修等を実施した。 

 ①放送大学で開講されている英語科目の履修（19 人） 

 ②英会話学校の利用（13 人） 

 ③研修成果を評価するための TOEIC の受験（９人） 

 ④その他、語学レベルに応じた受講とその評価ができるよう実施要項

の見直しを行った。 

・次の IT 関連研修を実施した。 

 ○ホームページ作成（20 人） 

・その他の研修等 

 ○知的財産セミナー（４人） 

＜他機関との合同研修＞ 

・35 研修（67 人） 

・優れた人材の確保・養成や人

事の活性化を図るため、引き続

き他大学等との人事交流を積

極的に行う。 

・平成 16 年度内における他大学等との人事交流は 12 件であった。 

・県内大学等と人事担当課長会議を開催し、相互人事交流を推進するた

めの協議を行った。 
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（３）技術系職員人事の基本方針 

年度計画 判断理由（実施状況等） 

・教員と技術系職員を構成員

とする、効果的な教育研究支

援体制を検討する。 

・技術班の技術長、副技術長、各技術班長等の配置について見直しを図

り、効果的な教育研究支援体制をしくとともに、各系・センターとの連

携強化を図った。 

・資格・免許等の取得を積極的

に奨励する。 

・実施しなかったため、平成 17 年度の課題とした。 

 

（４）教職員に係る人事評価 

年度計画 判断理由（実施状況等） 

・優秀な教員を確保し維持する

ための厳正な能力・職責・業績

等を反映させた、公正で透明性

のある人事評価システムを整

備するため、評価項目、評価手

法及び評価指針を検討する評

価室を設置する。 

・評価室を設置し、教員評価部会において、教員評価に関する基本方針、

教員評価に関する実施基準等を定め、平成 17 年度において、教員評価を

実施することとした。 

 

・事務局職員の士気の向上を図

り、質の高い職員を確保し維持

するための公正で透明性のあ

る人事評価システムを整備す

るため、評価項目、評価手法及

び評価指針を検討する。 

・事務職員の勤務評価について業務評価票を作成し、評価事項・評価項

目を検討した。 

・教員のサバティカル制度につ

いて調査、検討する。 

・導入済の機関の状況等を中心に調査し、検討を行った。 

・教職員の業績に基づく、イン

センティブに富んだ適切な給

与システムの構築を検討する。 

・教員評価並びに事務系職員の業務評価の結果を、特別昇給、勤勉手当

の成績率に反映させるための検討を行った。 

 

・評価室において人事評価シス

テムを構築する。 

・評価室を設置し、教員評価部会において、教員評価に関する基本方針、

教員評価に関する実施基準等を定め、平成 17 年度において、具体的に教

員評価を実施することとした。 
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ⅩⅠ．関連会社及び関連公益法人等 

１．特定関連会社 

   該当なし 

 

２．関連会社 

   該当なし 

 

 ３．関連公益法人等 

   該当なし 
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